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日本のナノテク競争力分析
̶懸念される競争力低下とナノシステム化への挑戦̶
　第３期科学技術基本計画のナノテクノロジー・材料の分野別推進戦略では、その冒頭
において、「我が国の材料技術は、（中略）全ての段階において世界のトップレベルを堅
持しており、我が国製造業の国際競争力の源泉となっている」と書かれている。しかし
これはあくまでも“材料技術”に対する記述である。同戦略では、ナノテクノロジー（以
下、ナノテク）についても“世界トップレベル”と評しているものの、「材料技術の強み
がナノテクノロジーの強みの源泉」としている。実際に、日本のナノテクに対し、危機
感や閉塞感を強めている専門家も増えている。本稿では、論文や特許、アンケートなど
の結果を踏まえた上で、定量的な分析からは十分に把握できない日本のナノテクの競争
力および競争領域の変化について、ナノテクの持つ技術特性や産業構造の視点から検討
を試みた。
　その結果、論文や特許などから把握することが可能な個別要素技術で見た場合、日本
のナノテクは相対的にアメリカと同等、あるいはそれに次ぐ評価が可能であることがわ
かった。しかし、将来ナノテクの事業化が本格化し技術競争領域が変化したとき、以下
の２つの“システム化”の壁に直面し、日本は相対的にその競争力を弱めていく可能性
がある。
① 分子レベルで設計される機能性ナノシステム材料開発への挑戦
　ナノテクは競争領域の変化を迎えつつある。スケールダウンを繰り返すことで従来
の技術課題を突破し、材料の持つ機能と特性を向上させるトップダウン技術から、最
終的には分子レベルで設計され、ナノ機能性材料のシステム化を目指すボトムアップ
技術への変化である。これまでトップダウン技術の領域において強みを発揮してきた
日本は、ボトムアップ技術へ競争領域が変化することで、徐々に競争力を弱めていく
ことが懸念される。ボトムアップ技術を発展させ、最終的にナノシステム化技術を実
現させるには、それらを支えるサイエンスベースでの研究開発が不可欠となる。ナノ
テク研究者は、この不確実性の高い研究開発を強く意識して基礎研究を促進するべき
であり、そのためにはまず、未だ確立されていないナノシステム化のための基礎研究
手法を、構築・促進していく必要がある。
②ナノテクの実用化を目指したイノベーションシステムの構築
　ナノテク、特にボトムアップ技術はその技術的特性から、極めて不確実性が高く、
研究開発には長期間の継続的かつ漸増的な投資が必要となる。日本には、このような
投資を可能とするためのイノベーションシステムが補完的制度として十分には確立さ
れていない。政策や投資側から見た場合、いかにリスク分散したシステムを設計でき
るかが鍵となる。
　また、技術ロードマップは、投資の方向性を明確にするとともに、社会経済的な波
及効果まで見据えることによって事前の投資の合理性を担保する役割を担ってきた。
しかし、ナノシステム化を目指すボトムアップ技術を中心とした将来のナノテクは、
極めて技術的不確実性が高く、現在の手法では効果的な戦略の立案・推進に限界が生
じている。今後は、このようなナノテクの特性を包含した戦略マネジメントツールの
新たな作成方法の検討が求められる。
科学技術動向
概　要
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道路構造物の
ストックマネジメントのための技術動向
　我が国の経済や国民の暮らしを支えている道路構造物は、1955 年から 70 年の高度成
長期に集中的に建設されたため、2020 年から 30 年頃をピークに、道路構造物が一斉に
劣化し、維持管理・更新の投資負担が急激に増大すると懸念される。高度成長期に建設
された橋梁は全橋梁数の約 34％、トンネルでは全トンネル数の約 25％を占め、約 20 年
後に建設後 50 年以上となるものは、一般国道及び地方道の橋梁では、2005 年の約８倍、
トンネルは約３倍に増大すると推計されている。また、インフラに対する国民のニーズ
の多様化や環境対策などの問題が表面化する傾向にある一方で、人口減少、少子高齢化、
厳しい財政状況下においては、老朽化したインフラの更新が困難な状況になってくるこ
とも確実である。したがって、インフラを効率的に維持管理しライフサイクルコストを
縮減しつつ、国民生活に不可欠なインフラの寿命をより長く確保して、落橋などによる
リスクを回避するために、今後の社会変化に対応したストックマネジメントによるイン
フラの整備が重要となる。
　保全方法を、今までの「事後保全」から「予防保全」へと移行し、更新時期の平準化、
ライフサイクルコストの縮減、リスクの低減を行うために、以下の点について計画的な
対応が必要である。
盧ストックマネジメント手法の本格的導入
　保全方法を「事後保全」から「予防保全」へと移行し、これまでのような構造物の
点検、評価、劣化予測など個別の取り組みに終わらず、これらを統合した総合的なス
トックマネジメントシステムを構築し、予防保全の早期の本格的導入・運用をするこ
とによって、既存ストックを長持ちさせ利用する必要がある。
盪技術開発
　劣化要因のメカニズム解明や劣化予測技術の精度の更なる向上、非破壊検査やモニ
タリング技術、効果的かつ経済的な補修・補強手法の開発、構造物の長寿命化、点検
技術、交通や周辺環境に与える影響を最小にする取替え時の更新技術等を個々の研究
機関が独自に研究を進めるのでなく、産官学一体の研究開発プロジェクトを立ち上げ、
ロードマップを定めて研究・開発の促進を図ることが望ましい。
蘯高度な測定技術及び判断技術を有する人材の育成
　老朽構造物の増大に伴い老朽化する構造物を適切に維持・管理するために、ストッ
クマネジメント手法により、設計から建設、点検、維持管理の各段階で、一定レベル
の知識と経験、適切な技術的判断が可能な技術者がより多く必要であり、OJT など
による実施研修を通したインハウス技術者及びコンサルタント技術者のレベルアップ
と技術力に見合った資格制度の確立が必要である。
盻自冶体への財政支援及び技術支援
　地方公共団体が維持管理する道路構造物の割合は高く、また、財政制約や技術者不
足等により十分になされていないところも多く、地方道の管理の高度化が全体のレベ
ルアップのキーポイントである。国も含め民間資金を活用する PFI の導入を推進す
ることや財政的に厳しい自冶体に対し財政支援策を整備するとともに、技術支援では
国及び大学、社会基盤関係を担当する独立行政法人、財団法人、社団法人がイニシア
チブを取り、自冶体の支援を図る必要が生じている。
科学技術動向
概　要
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2025 年に目指すべき社会の姿
̶「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討̶
分野1：生涯健康の時代
分野2：生活インフラとしての情報環境　－ユビキタス成熟社会－
参　考：NISTEP　REPORT　No.101
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep101j/idx101j.html
　イノベーション 25 戦略会議では、イノベーションを「単なる技術革新にとどまらず、
新しいビジネスや新しい社会的枠組みも含んだもの」と定義し、特に「生活者の視点か
らの新しい豊かさの実現」「大きなアジア、そして世界との共生による成長」「志の高い、
創造性の高いチャレンジする人が輩出され活躍する社会」の３点を念頭において議論す
べきとの方針が示されています。
　科学技術動向研究センターは、イノベーション 25 戦略会議の議論のために、先に行
なわれた「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」の結果を基に、「2025 年まで
に日本が目指すべき社会の姿」の検討を、以下の６つの分野で行ないました。
　今月から３回にわたり各分野の検討結果を紹介していきますが、今回は、調査の全体
概要とともに分野１および分野２の検討結果の概要を紹介します。
連載概要
分野 分野名 内容（概要）
分野１ 生涯健康の時代
国民が望み期待する社会の姿を「健康寿命の延伸」に設定
し、三大疾病（がん、心疾患、脳血管障害）、認知症、及
び生活習慣病に焦点を当て、疾病の予防・診断、治療の観
点から検討を行う。
分野２
生活インフラとしての
情報環境
―ユビキタス成熟社会―
要素技術層、それら要素技術をベースに形成されるインフ
ラ層、それらが反映した生活シーンの３層構造の枠組みで
検討を行う。特に生活シーンにおいて具体的な姿を示す。
分野３
脳科学の進展による
生活者の活動支援
脳科学や認知科学の発達によって、生活者の視点でどのよ
うな変化が起きるのかについて検討を行う。脳科学、認知
科学の技術シーズが医療やロボットによる生活支援等の社
会ニーズと結びついて、働き方、学び方、暮らし方、遊び方、
人間関係などにどのような変化をもたらすかを描く。
分野４ 安全で持続可能な都市
「時代の変化に対応し、住む人が誇れる都市」の実現に向
けて、生活環境に関わる技術の進歩により、環境問題や交
通事故等の社会問題を解決した持続可能な都市生活の将来
像を描く。
分野５
闊達たる人生
― 職業選択、子育て、
　シニアライフの多様化―
子育て家族、シニアライフ、多様な職業選択をフレームと
して、家事、趣味・娯楽・文化、学習・教育、安全、介護、
移動、コミュニケーション、地域活動等の観点から、あるべ
き生活の検討を行う。多様な生き方・働き方の中から各人
が自分にあったスタイルを選択できる将来を描く。
分野６
地球規模の環境問題の克服と
世界との共生
環境問題、特に、地球温暖化、水、エネルギーなどの地球規
模の問題に対して、日本の技術がどのように貢献し得るの
かの検討を通して、アジア・世界との共生のイメージを描く。
議論された６つの分野
科 学 技 術 動 向　2007年 5月号
4 5Science & Technology Trends   May  2007
 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　2007年 3月ニューデリーで開かれたCOLLNET 会議で、インドと中国における伝統的薬草医学に
関する研究動向が紹介された。1990年代半ばから、両国ともこの分野の論文数が急増している。イン
ドの重要視する研究は疾病との関連性であり、中国の重点課題は化学分析・成分の抽出・医薬品と薬草の
相互作用である。一方、1990年代半ばから欧米で、近代医療を補完ないし代替する方法として伝統医
療に対する関心が高まっている。世界のなかで、生物多様性が豊かで、生物資源に関する伝統的知識や医
療が保持され活用されている地域では、先進国の企業が進出し伝統的な知識や資源を利用しながらも、
地元の人々にはその利益が還元されない例が見られ、国際問題となっている。しかし、インドと中国では、
地元の人々が伝統的医療の妥当性を科学的に検証し、伝統的生物資源から新たな産業的価値を生み出す
道を着実に歩んでいると言える。
トピックス1　インドと中国の伝統的薬草医学に関する科学技術推進
　インドと中国は、豊かな薬草医学が活用されて
きた国であり、両国の薬草医学は近年、科学技術
に基づいた近代的体制へと変容を遂げつつある。
　2006年３月６～９日、インドのニューデリーで開
かれたCOLLNET会議で、インドNational Institute 
of Science, Technology and Developmental Studies
（NISTADS）の研究者が、1990 ～ 2004 年の 15 年
間にインドと中国から発表された薬草医学に関す
る論文の解析結果を発表した。ここでは、データ
ベース／検索エンジンとして、生物・医学系分野
で汎用されるMEDLINE/PubMed を用いている。
この検索システムには、米国NIHの補完代替医療
センター（NCCAM）によって、伝統医学や薬草学
に関する用語や分類が付加されている。
　欧米では、伝統的な薬草医療や食事療法などが、
対症療法的な近代医学の限界を補完ないし代替す
る方法と見なされている。1990 年代半ばからは、
政府や近代医療専門家の予想以上に、国民が補完
代替医療を支持していることがわかり、広く注目
されるようになっている。
　インドと中国で 1990 ～ 2004 年の 15年間に発表
された薬草医学関連論文の総数は、それぞれ 1,034
報と 2,183 報であった。1990年代半ばから、両国と
も３年毎に論文数がほぼ倍増し、2001～ 2004年に
前記総数のほぼ半数が発表されている。重点化さ
れている研究分野の解析注１）によると、インドは
糖尿病、鎮痛・抗炎症、皮膚病、抗酸化作用に関
する薬草医学を重視している。一方、中国は、化
学分析や成分の単離抽出、医薬品と薬草の相互作
用などの分野に重点を置いている。
　インドでは、英米独などの雑誌に投稿する傾向
が強い。中国では、七割近くの論文が国内の雑誌
に掲載されており、中国国内紙に掲載された論文
の方が被引用度が高いという結果が出ている。
　世界全般で見ると、東南アジア、南米、アフ
リカなどを中心に、①生物学的多様性の豊かな資
源の保有、②伝統的な薬草医学の知識の保有と利
用、③知識の口頭伝承（明文法による所有権の保
護をそもそも想定していない）④近代的研究開
発能力や経済産業体制の不在／未熟、という条件
が重なっている地域が存在する。このような地域
では先進国の企業が進出し、近代的な生物学的技
術を用いて、伝統的生物資源の科学的正当性・安
全性・効用性を検証し、標準化した商品を開発し
て、膨大な利益を上げる例も出てきている。しか
し、このような利益や利便性が、地域の人々に還
元されない、或いは改変作物が伝統的に評価の高
い作物の市場を脅かすなどといった問題が生じ、
biopiracy（生物資源についての搾取行為）として
国際問題となっている。例えば、2005 年には、防
黴効果の知られてきたインドセンダンの種子をめ
ぐって、米国農務省と多国籍企業に対して一度認
可された特許が、biopiracy に該当するとして欧州
特許局から認可を取り消された。このような問題
への対応策としては、①先進国からの資金援助や
技術移転を進めること注２）の他、②地元の人々が
自ら、伝統的な生物資源や医療の効用の妥当性を
科学的に検証する、或は移転可能な新たな価値を
産み出す事により、他の地域の需要にも応えるよ
うにする事が指摘されている。科学技術の発展の
目覚しいインドと中国では、第２の道を着実に歩
んでいると言える。
注１：或る国の、全科学分野での対世界実績と特定分野
での対世界実績を比較することによって得られるActivity 
Index（AI）は、当該国がどの分野を重視しているか推測
する指標に用いられる。
注２：生物多様性条約では、生物遺伝資源の利用可能性
と利益配分に関する国際的制度（international regime on 
Access and Benefit Sharing：ABS）が盛り込まれた。
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 情報通信分野 TOPICS Information & Communication
　将来的に懸念されるコンピューティングのボトルネックに備え、光インターコネクションに係わる
要素技術の研究開発成果が相次いで発表されている。2007年 3月、米 IBM社は、大量生産に適した
CMOS技術によってワンチップ化した160Gbit/sの光トランシーバ用チップセットの開発を発表した。
今回開発された光トランシーバは、チャネル当たり10Gbit/s を 16チャネル装備したドライバ ICと
レシーバ ICに光学部品を組み合わせ、わずか3.25mm× 5.25mmに集積し、160Gbit/s の伝送速
度を実現した。この伝送速度の向上は、従来高画質の長編映画のデータ伝送に30分以上要していたも
のが、1秒程度に短縮されることに相当する。各部品を縮小かつ集積し、1つのパッケージとして小型化
することにより、低コストで大量生産の製造技術を用いることができる。さらなる小型化は、通信チャネ
ル数の増加とチャネル当たりの高速化に寄与するものと期待される。
トピックス2　CMOS技術による160ギガビット／秒の光チップセット
　映画、テレビ番組、音楽、写真のダウンロード
が活発化し、取り扱われるデータ量が爆発的に増
えることが予想されている。これに対応するため、
データ送受信のさらなる高速化が必要とされてい
る。光を用いたネットワーキングは、電子を伝送
する代わりに光パルスを用いることによって、伝
送速度を劇的に改善する可能性を秘めている。従
来、光チップセットは性能上、送信・受信チップ
に分離され、それらに光学部品を個別実装するこ
とが一般的で高コストが課題となっていた。
　2007 年３月、米 IBM社の研究部門の１つであ
るワトソン研究所の研究グループは、光ファイ
バー通信会議（OFC2007）において、大量生産
に適したCMOS技術によってワンチップ化した
160Gbit/s の光トランシーバ用チップセットの開発
を発表した。本研究は、米国防総省国防高等研究
計画局（DARPA）が推進するChip to Chip Optical 
Interconnect（C2OI）プロジェクトより支援を受け
たものである。
　今回開発された光トランシーバは、チャネル当
たり 10Gbit/s を 16 チャネル装備して 160Gbit/s の
伝送速度を実現した。この伝送速度の向上は、従
来高画質の長編映画のデータ伝送に 30分以上要し
ていたものが、１秒程度に短縮されることに相当
する。送信用として面発光レーザ（VCSEL）を駆
動するドライバ ICと、受信用として受光素子か
ら得られた信号を増幅するレシーバ ICを、CMOS
技術によりワンチップに集積した。使用している
CMOS技術は標準的なもので、大量生産で低コス
ト化が可能である。これらのシリコンからなるド
ライバ ICおよびレシーバ ICと、リン化インジウ
ム（InP）、砒化ガリウム（GaAs）のような化合物
半導体材料から成る光学部品とを組み合わせて、
3.25mm× 5.25mmのサイズに集積した。
　各部品を縮小かつ集積し、１つのパッケージと
して小型化することにより、低コストで大量生産
の製造技術を用いることができる。さらなる小型
化は、通信チャネル数の増加とチャネル当たりの
高速化に寄与するものと期待される。今後さらに
ポリマー光導波路を高密度に実装した光プリント
基板を導入することで、低コストの光学製品も製
作できるとされている。
　米 IBM社以外にも、米インテル社等から将来的
に懸念されるコンピューティングのデータ伝送ボ
トルネックに備えて、光インターコネクションに
係わる要素技術の研究開発成果が相次いで発表さ
れている。
資料： 米 IBM社プレスリリース
 http://domino.research.ibm.com/comm/pr.nsf/pages/news.20070326_opticaltransceiver.html
今回開発された光トランシーバのチップセット
出典：米 IBM社プレスリリース
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 社会基盤分野 TOPICS Infrastructure
　居眠り運転による交通事故を低減することは、大きな社会的要求となっている。東京大学 金子成彦教
授らによる産学協同の研究グループ 「入眠予兆研究会」は、入眠予兆検知着座センサーを設置した居眠
り運転防止の座席シートを開発したと発表した。この研究グループは、入眠予兆の生体信号が、入眠状態
になる10分程度前に、脈波や呼吸数のゆらぎとして表れることを突き止めた。開発された座席シート
には、磁気回路センサーと圧力センサーが組み込まれており、運転者の腰部からこの生体信号を測定する
ことで、居眠り状態になる前に警告を発し、事故を防止することできる。この研究グループは、さらに、
飲酒状態では始動できない座席シートの研究も進めている。
トピックス3　入眠予兆検知によって居眠り運転が防止できる座席シ トー
　人間が運転する交通機関において、居眠り運転
による事故は大災害につながっており、居眠り運
転の発生低減は大きな社会的要求となっている。
　産学協同の研究グループ「入眠予兆研究会」（東
京大学 金子成彦教授、大分大学、譛島根難病研究所、
譁デルタツーリング）は、平成 16年度からC鉄
道建設・運輸施設整備支援機構が実施している運
輸部門における基礎的研究推進制度により、「入眠
予兆検知着座センサーによる居眠り運転防止技術
の開発」の研究を進めてきた。この研究グループは、
機械工学、電気工学、医学、シート設計者から構
成されており、運転手に対して入眠する直前に危
険警告または覚醒誘導させることを目的に研究を
進めてきた。
　2007 年２月に、この研究グループは、世界で初
めて、入眠予兆検知着座センサーを配置した居眠
り運転防止機能を付けた座席シートを開発したと
発表した。
　従来から、脳波・心拍変動・まばたきなどの生
体信号を計測して活用しようという試みはあった
が、この研究グループは、入眠前に生じる入眠予
兆として、入眠状態になる 10分程度前に一定の前
兆信号注）が脈波や呼吸数のゆらぎに表れることを
突き止め、座席シートに応用した。座席シートに
組み込まれた磁気回路センサーと圧力センサーに
よって、運転者の腰部から、心拍と呼吸状態を生
体信号として測定し、居眠り状態になる前に警告
を発し、居眠り運転事故を防止する。さらに、こ
の座席シートは以下の特徴を有する。
蘆 運転手の体に測定装置を取り付けることなく、
運転席に着座するだけで生体信号を測定できる。
蘆 路面からの振動を、シートの骨格と運転手を支
持するばね系との間で減衰させ、生体信号測定
への影響を排除している。
蘆 センサーは小型であり、この座席シートは、一
般の座席シートと同じ大きさである。
　また、基礎的な知見として、次の点も明らかに
されている。
蘆 入眠前の筋肉運動量が大きいほど、入眠潜時（入
眠予兆が現れて入眠状態になるまでの時間）は
短くなる。
蘆 最もリラックスした着座姿勢は、背もたれ角度
が33度程度である。
　この研究グループは、飲酒状態で現れる特徴的
な脈波や呼吸状態などの生体信号の研究も進めて
おり、このような生体信号を解明できれば、飲酒
状態で車が始動できない飲酒運転防止シートも開
発できると期待されている。
注：入眠状態になる 10分程度前に末梢血管の血液量が一定
のパターンで増える前兆現象を、当研究において末梢血流
測定等により突き止めた。
居眠り運転防止シート（着座センサー付き）
提供：東京大学　金子成彦教授
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 フロンティア分野 TOPICS Frontier
　中国国営通信社の新華社によると、中国は、2007年 4月 14日、四川省の西昌衛星発射センターか
ら長征3Aロケットで航行測位衛星を打ち上げた。同衛星は軌道制御後、高度約21,500kmの軌道を
周回し、「北斗 （英語名はコンパス）」という名の航行測位衛星システムの一部となる。運輸部門のみな
らず、油田調査、災害対策等の分野で航行測位サービスを提供するこのシステムは、中国の今後の経済発
展への寄与が期待されている。今後も衛星配備を進め、北京オリンピックが開催される2008年までに
は中国国内及び周辺地域への航行測位サービスの提供を開始し、最終的には、静止軌道に5機、中高度
軌道には30機の衛星を配備して、全世界に航行測位サービスを提供する計画である。航行測位サービ
スの分野では、米国のGPSが既に民生利用に供されており、航空機、船舶の他、カーナビ、携帯などで
広く利用されている。このほかロシア、欧州連合、日本が同様なシステムの開発等を行っている。
トピックス4　中国の航行測位サービスの提供計画
　中国国家航天局（CNSA）は、2006 年 10 月 12
日に発表した宇宙白書において、中国独自の「北斗」
という航行測位衛星システムを実現すると表明し
ていた（科学技術動向 2006 年 12 月号トピックス
参照）。
　中国国営通信社の新華社によると、中国は、
2007年４月 14日午前４時 11分（現地時間）、四川
省の西昌衛星発射センターから長征3Aロケットで
１機の航行測位衛星を打ち上げた。同衛星は軌道
制御後、高度約 21,500kmの軌道を周回し、「北斗
（英語名はコンパス）」航行測位衛星システムの一
部となる。既に中国は、2000年 10月、同年 12月、
2003年５月及び 2007年２月に打上げを行い、４機
の「北斗」試験衛星を静止軌道に配備している。
　「北斗」航行測位衛星システムは、運輸部門のみ
ならず、油田調査、災害対策等の分野で航行測位
サービスを提供し、中国の今後の経済発展に寄与
することが期待されている。今後も衛星配備を進
め、北京オリンピックが開催される 2008 年までに
は中国国内及び周辺地域への航行測位サービスの
提供を開始し、最終的には、静止軌道に５機、中
高度軌道に 30 機を配備し、合計 35 機の衛星で、
全世界に航行測位サービスを提供する計画である。
この計画が実現すれば、米国のGPSと同様に全世
界をカバーする航行測位サービスを、中国も提供
できることになる。商業目的で提供されるサービ
スの精度は、位置で 10m、速度で 0.2m/s、時刻で
50ns を目標としている。なお、商業目的以外にも
限定されたユーザー向けのサービスも提供される
としている。
　航行測位サービスの分野では、既に米国のGPS
が民生利用に供されており、航空機、船舶の他、
カーナビ、携帯などで広く利用されている。民
生利用の拡大に応え、それまで意図的に精度を落
としていた選択利用性が 2000 年５月に解除され、
GPSサービスの精度が大幅に向上した。ロシアも
米国GPSと同様なGLONASSという航行測位衛星
システムを構築中であり、また欧州連合（EU）は
欧州宇宙機関（ESA）と協力して、2011 ～ 12 年
頃の運用開始を目指し、「ガリレオ」という航行測
位衛星システムを開発している。我が国でも、文
部科学省・総務省・経済産業省・国土交通省の
連携による準天頂衛星システムの技術実証及び
利用実証の推進や、国土交通省による航空機運航
のための運輸多目的衛星用衛星航法補強システム
（MSAS）の整備等が行われている。
参　考
 1）  中国国家航天局HP（http://www.cnsa.gov.cn/n615709/n620681/n771967/79970_3.html）
 2）  新華社HP（http://news.xinhuanet.com/english/2007-04/14/content_5974414.htm、同 2007-02/03/content_
5689019.htm、同2006-11/13/content_5322002.htm）
 3）  米国政府HP（http://www.gps.gov/、http://www.af.mil/factsheets/factsheet.asp?id=119）
 4）  GLONASSのHP（http://www.glonass-ianc.rsa.ru/）
 5）  欧州委員会（EC）HP（http://ec.europa.eu/dgs/energy_transport/galileo/index_en.htm）
 6） 測位・地理情報システム等推進会議HP（http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/sokuitiri/index.html）
 7） 国土交通省大阪航空局神戸航空衛星センターHP（http://www.kasc.go.jp/）
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日本のナノテク競争力分析　̶懸念される競争力低下とナノシステム化への挑戦̶
科学技術動向研究
日本のナノテク競争力分析
̶懸念される競争力低下とナノシステム化への挑戦̶
 金間　大介 近藤　章夫
 ナノテクノロジー・材料ユニット 第1研究グループ
　一般的に、“日本のナノテクノ
ロジーは強い”と言われるが本当
だろうか。
　第３期科学技術基本計画のナ
ノテクノロジー・材料の分野別
推進戦略では、当分野の取り巻く
状況として、「我が国の材料技術
は、過去数十年にわたる多くの研
究者、研究機関の弛まぬ取組と研
究成果の蓄積により、基礎研究か
ら応用研究、素材、部材の実用化
にいたるまで全ての段階において
世界のトップレベルを堅持してお
り、我が国製造業の国際競争力の
源泉となっている」と冒頭で書か
れている１）。しかしこれはあくま
でも“材料技術”である。同戦略
では、ナノテクノロジー（以下、
ナノテク）についても“世界トッ
プレベル”と評しているものの、
「材料技術の強みがナノテクノロ
ジーの強みの源泉」としている。
実際に、ナノテク全てにおいてト
ップというのではなく、好調な材
料分野に牽引されているという見
方もある。日本のナノテクのみを
取り上げれば、危機感や閉塞感を
強めているナノテクの専門家も増
え始めている。
　専門家が感じるこのような危機
意識はどこからくるのか。また、
そもそも何をもって強いと言う
のか。本稿では、論文や特許、ア
ンケートなどの結果を踏まえた上
で、定量的な分析からは十分に咀
嚼できない日本のナノテクの競
争力および競争領域の変化につい
て、ナノテクの持つ技術特性や産
業構造の視点から検討を試みる。
そして論文や特許などの個別要
素で見た場合、日本のナノテクは
確かに競争的優位にあるように見
えるものの、将来ナノテクの事業
化が本格化し、競争領域が変化し
たときに初めて顕在化してくるで
あろう日本の大きな問題点につい
て、“システム化”をキーワード
に私見を展開する。
　近年ナノテクの定義として、
１nmから 100nm 程度までのス
ケールサイズを扱う技術というの
が一般的になりつつある。前述し
た分野別推進戦略では、国が推進
すべきナノテクは「従来の原理や
常識を覆して科学技術の新しい世
界を切り開き、その飛躍的な発展
のみならず、産業競争力の強化や
大きな新産業の創出に結びつく可
能性のある技術」１）であることを
考慮し、そのような範疇に含まれ
る真のナノテクノロジーを『True 
Nano』と名付けている。さらに
「『True Nano』とは、ナノ領域で
初めて発現する特有の現象・特性を
活かすナノテクノロジーの中でも、
藺 従来の延長線上ではない、不連
続な進歩（ジャンプアップ）が
期待される創造的な研究開発
藺 大きな産業応用が見通せる研究
開発
である」と定義している。つまり、
今後のナノテクは、単純な微細化
技術の延長線上で 100nm以下の
領域に突入したものではなく、そ
の先に新産業の創出や産業競争力
強化に結びつく技術を対象として
いる。本稿でも、これをナノテク
と考えることとする。
1   背景・問題意識 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
2   要素科学技術の定量的評価　̶論文、特許、デルファイ調査結果から̶ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
論文分析
　基本的に論文からナノテクの研
究成果を定量的に分析することは
難しい。ナノテクは学際的領域で
あり、“Nature Nanotechnology”
のような最近発刊した専門雑誌を
除くと、過去にナノテク分野固有
の学術雑誌はほとんど存在しなか
った。従って、最近のナノテク専
門誌のみでの分析は、質的あるい
は量的にもまだ十分なデータとは
言いがたい注１）。そのため、ここ
ではナノテクの基礎研究の成果に
ついて、ナノテクの基礎学問とし
ての性質が強い材料科学および物
科 学 技 術 動 向　2007年 5月号
8 Science & Technology Trends   May  2007 9
日本のナノテク競争力分析　̶懸念される競争力低下とナノシステム化への挑戦̶
理学に注目した。
　材料科学および物理学の分野に
おける論文分析の結果では、物理
学の被引用トップ10％論文シェア
を除く、全論文シェア、材料科学
の被引用トップ10％論文シェア共
に日本はトップを走るアメリカに
次ぐレベルにあり、年々その差は
縮まりつつある（図表１）。特に
材料科学ではアメリカ以外の国を
大きくリードしている。日本にお
ける各分野との比較を見ても（図
表２）、材料科学や物理学の他に
も、化学においても日本の強さが
わかる。
２‐２
特許分析
　特許に関しては、ナノテクあ
るいはナノテクを使った応用技
術に関連したキーワード検索を
用いて、各国のナノテク特許出
願の状況を見ることができる。４
大特許機関（日本特許庁・米国特
許商標庁・欧州特許庁・世界知的
所有権機関（WIPO））へ出願さ
れた特許を、出願人の国籍の違い
から分類を行った。図表３に、2003
～ 2005 年の出願人の国籍比較を
出願数の多い10ヶ国について示
す４、５）。2005 年でみると、米国
籍が約 6,700 件と最も多く、日本
は約 4,200 件で第２位となり、こ
の２ヶ国が他国を大きく引き離し
ている。経年変化で見ても、日本
のナノテク関連特許は米国と並び
注 1：ナノテクノロジー総合支援プ
ロジェクトセンターによる「ナノテク
ノロジー文献動向調査」3）では、キー
ワード検索を基にしたナノテク関連文
献調査を行っている。同報告によると、
日本のナノテク関連論文数は、米国、
中国についで第3位となっている。
図表１　 材料科学および物理学の主要各国 20 年間の論文シェア及びTOP10％論文シェアの変化２）
図表２　 日本における各分野の20年間の論文シェア及びTOP10％
論文シェアの変化２）
※１  基礎生物学には、農学、生物学・生化学、免疫学、微生物学、分子生物学・
遺伝学、神経科学・行動学、薬理学・毒性学、植物・動物科学の分野
が含まれている。
※２  矢印の根元は 1983 ～ 1987 年の５年移動平均シェア、矢印の先は 1999
～ 2003年の５年移動平均シェアを示している。
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大幅な増加傾向となっている。
　ただし、2005年の日本特許庁へ
の出願のうち、上位５機関中３機
関が公的研究機関からの出願とな
っている４）。
２‐３
デルファイ調査における
日本の研究開発水準
　科学技術政策研究所が 2004 年
に実施したデルファイ調査の中で
は、科学技術領域ごとに専門家に
対し、対米、対EU、対アジアに
おける日本の研究開発水準を優位
から劣位までの５段階評価として
質問している６）。その中から対米、
対EUの結果を図表４に示す。図
表中の軸は５段階の回答結果を指
数化した数値である。この調査で
は、ナノテク・材料分野には 10
個の注目領域注２）が設定されてい
るが、それらのほとんどは図表の
中央やや上方に位置している。す
なわち、日本のナノテク・材料の
研究開発水準は米国に対してはや
や優位あるいは同等程度、EU諸
国に対してはやや優位と判断され
ている。
２‐４
定量的評価から言える
日本のナノテクのポテンシャル
　以上の結果から、“日本のナノ
テクは強い”という形式化された
事実をある程度確認することがで
きる。しかしこれらのデータから
言えることは、日本が強いのは“ナ
ノテクの個別要素科学技術”であ
る、ということだろう。その意味
では、日本のナノテクには大きな
ポテンシャルがあると言える。た
だし、そもそもナノテクは、一部
を除いて大部分の技術シーズはま
だ事業化していない。従って、“テ
クノロジー”の観点から現状のナ
ノテク全体の国際競争力を評価す
るのは時期尚早である。次節から
は、将来、ナノテクの研究開発が
直面するであろう技術的競争領域
とその変化に焦点を当てて、日本
のナノテクの将来性について検討
する。
図表３　４大特許機関へ出願されたナノテク特許の国籍別件数
参考文献４、５）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
図表４　デルファイ調査における日本の研究開発水準６）
注2：10領域は次の通り。「ナノ材料モデリング・シミュレーション」「ナノ計測・
分析技術」「ナノ加工・造型・製造技術」「物質・材料の創製・合成技術・プロセス技術」
「ナノレベル構造制御による新規材料」「ナノデバイス・センサ」「NEMS技術」「環境・
エネルギー材料」「ナノバイオロジー」「安全・安心社会に関わるナノ科学」
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３‐１
ナノテク研究開発の
今後の展望
　図表５に米国国家ナノテクノ
ロジー・イニシアティブ（NNI）
を中心となって主導してきた
M. Roco 氏が描く、ナノテク技術
が産業化されるまでの時間と技術
レベルを示す７）。この図では、従
来の材料の微細加工技術を向上さ
せた結果、これまでに無い新しい
機能を発現することとなった受動
型ナノ構造材料を第一世代とし、
徐々にナノレベルにおいて発現す
る独自で新しい機能が他の材料や
システムに影響を与える能動型ナ
ノ構造材料を第二世代、それらナ
ノレベルの新機能が独自のシステ
ムとなって新しい機構を発現する
ナノシステム構造を第三世代、そ
してナノレベルの各分子が固有の
機能を発現する分子デバイスとし
て原子・分子レベルから設計され
るナノシステム材料（第四世代）
へと進んでいる注３）。技術例とし
ては、第一世代：コーティング、
ナノ粒子、ナノ構造金属など、第
二世代：ターゲット医薬、環境応
答型構造材料、アクチュエータな
ど、第三世代：３次元ネットワー
ク構造材料、超分子材料など、第
四世代：原子・分子レベルで設計・
ナノシステム化された分子デバイ
スなどが挙げられている。
３‐２
ナノテクの技術特性と挑戦
―トップダウンからボトムアップ、
そしてナノシステム化技術へ―
　図表５から、ナノテクが挑戦す
べき課題が浮かび上がってくる。
よく言われるように、米国でも連
邦政府がナノテクを推進するはる
か以前から物理学や化学、材料科
学の分野ではナノレベルを対象と
した研究は進められていた。しか
しそれらは基本的にナノスケール
の構造を包含した“集合体”とし
てバルク材料を扱っていたに過ぎ
ない。近年は一部で、STM（走
査型トンネル顕微鏡）や自己組織
化技術など、分子レベルである程
度の制御が可能となってきている
が、まだまだ完全な制御や組立て
注 3：“ナノシステム”という言葉は、米国では学会の分科会や、大学・研究所の
研究拠点名等に使用されている。ナノシステム研究は積極的に推進されており、代
表的な研究拠点の例としては、カリフォルニア大学ロサンゼルス校の“California 
NanoSystem Institute”（2000年設立）8）などが挙げられる。一方、日本でこの
言葉はあまり目にすることはないが、（独）科学技術振興機構が「ナノシンセシスー創
造的ものづくりー」9）という戦略プログラムの中で、「ナノデバイス・ナノシステム」
研究開発について広く分析し、その重要性を強く主張している。
3   ナノテクの技術特性とナノシステム化への挑戦 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆 ̶直面する技術的不確実性の増大̶
図表５　ナノテクの技術的発展スケジュール
参考文献７）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
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をナノスケールで行うことは難し
い。ここにこれからのナノテクの
真の挑戦が待っている。分子レベ
ルで設計・システム化された構造
体は、機能や特性の面で従来とは
全く異なった材料となりうるから
である。このことを、“ナノテク
の技術的不確実性”と表現する。
　従来の技術的不確実性とは、微
細化が進んで物理的限界が近づ
き、量子効果などが顕在化する
ときに現れる現象として解釈され
る。しかし、ナノテクの技術的不
確実性とは、分子レベルにおいて
設計されナノシステム化される際
に、どのようにしたらそれらを組
立てられるのか、そして組立てた
ナノシステム材料はどのような機
能が発現されるのか全く分からな
い状態を指す。極端に言えば、無
数と言ってもいい数の微小構造体
材料とそれに関連する組立てある
いは制御技術が考えられ、結果と
して、理論上は無数のナノシステ
ムの可能性が存在する。
　ナノテク分野では一般に、微細
化を中心とした前者の技術特性を
トップダウン技術、ナノシステム
化を目指す後者の技術特性をボト
ムアップ技術と呼ぶ。すなわち、
スケールダウンを繰り返すこと
で従来の技術的課題を突破し、材
料の持つ機能の向上を目指す技術
開発をトップダウン技術、最終
的には分子レベルで設計されるナ
ノ機能性材料のシステム化を目指
す技術開発をボトムアップ技術と
している。これらの分類について
は、これまでの「科学技術動向」
誌のレポートでも度々取り上げら
れているため 10、11）、ここでは詳
述しないが、経営学などで言われ
る「トップダウン」「ボトムアッ
プ」とは全く意味の異なるもので
ある注４）。
　ナノテクの技術的挑戦は、トッ
プダウン技術からナノシステム材
料開発を見据えたボトムアップ技
術へと変化しようとしている。ボ
トムアップ技術は、機能性材料と
してシステム化されなければ産業
上大きな意味はない。両技術とも
第１章で示した『True Nano』の
性質を包含するが、ボトムアップ
技術の方が、その革新性・不連続
性から、飛躍的な発展や新産業の
創出への期待は高い。そこで次節
は、両技術における日本の競争力
について考察する。
注4：一般に、経営学や技術経営論（MOT）などでは、政府や組織のトップが決定
した研究開発戦略や方向性を重視したマネジメントのことをトップダウン戦略あるい
はトップダウンアプローチと呼び、現場の研究者の発想や興味、個人レベルでの活動
等を重視したマネジメントのことをボトムアップ戦略あるいはボトムアップアプロー
チと呼ぶ。ナノテク分野でのトップダウン技術とボトムアップ技術は、これらとは異
なり、あくまでも技術的アプローチの違いから、広いナノテクの技術を分類するため
に用いた用語である 10、11）。
ナノテクノロジーとナノサイエンスについて
　ナノサイエンスの範疇として考えられるものは、既存物質の未知の特性の
計測（電気伝導度や温度依存性の測定等）、新規物質の構造解析や相互依存
性の解明、ナノシミュレーション計算手法開発等が挙げられる。“ノンリニア
モデル”研究開発が主流になりつつある現在において、ナノテクノロジーと
ナノサイエンスの相互フィードバックは極めて重要になっている。本稿が主
張するナノシステム化技術は、事業化を見据えたときにより顕在化するという
点で“テクノロジー”の範疇となる要素が強いが、ナノシステムが持つ技術的
複雑性から、今後は、ナノサイエンスのサポートとフィードバックが不可欠と
なる。
4   ナノテクの競争領域の変化と日本の強み・弱み 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本節では、前節で示したトップ
ダウン技術とボトムアップ技術の
観点から、日本のナノテクの競争
力について考察する。ここでは将
来の科学あるいは技術を俯瞰的に
網羅するデルファイ調査の結果を
再び取り上げて、日本の研究開発
水準の詳細を検討した後、技術あ
るいは製品化までを担う役割とし
て年々重要性が増しているベンチ
ャー企業の動向を考察する。
４‐１
デルファイ調査に見る
日本の強み・弱みの関係
　２‐３節では、ナノテク・材料
分野を他分野と比較することで分
野全体における日本の位置付けを
示したが、ここではデルファイ調
査の同分野で挙げられた注目すべ
き９の科学技術領域とその一部の
技術課題を取り上げて、同分野の
専門家が見る日本の研究開発水準
を検討する。
　図表６には、ナノテク分野に含
まれる９の領域に対する研究開発
水準（現在）の評価結果（５段階）
を、領域名およびその概要から判
断して、上方にボトムアップ技術
の性質が強いもの、下方にトップ
ダウン技術の性質が強いものを並
べた。対米、対EUの列にある指数
科 学 技 術 動 向　2007年 5月号
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は、領域ごとの５段階評価の集計
結果を図表４と同じように10段階
へ指数化した値である。これらの
結果を見ると、トップダウン技術
では日本は優位に立ち、ボトムア
ップ技術では相対的にやや劣位に
なっていることがわかる。特に対
米では互角水準の5.0を境にして、
形勢が２分されているのがわかる。
　ただし、これらの領域の中に
は、割合に差はあるもののボトム
アップ技術とトップダウン技術の
要素の双方が混在している領域も
ある注５）。そこで、ちょうど中間
に位置付けられた「物質・材料の
創製・合成技術・プロセス技術」
領域内のデルファイ課題を取り上
げ、図表７にその水準の評価結果
を示す。全てのデルファイ課題は、
現状ではまだ未実現で、将来実現
すべき、あるいは実現されるであ
ろう技術的課題となっている。図
表７では、図表６と同様にボトム
アップ的要素の強いデルファイ課
題を上方に、トップダウン的要素
の強いものを下方に位置付けてリ
スト化した。デルファイ調査では、
これらのデルファイ課題において
第一線にある国（地域）を日本、
米国、EU、（日本以外の）アジア、
その他より選んでもらっている。
図表７には、その最も得票数の多
かった国（地域）を並べた。結果
として、図表６と同様に、トップ
ダウン技術では日本の優位性が現
れているものの、ボトムアップ技
術では一部（ナノチューブ作成技
術）を除いて米国にその座を譲っ
ていることが見てとれる。
　なお、ここでは図表６において
中央に位置した領域を取り上げて
分析したが、その他の領域に属す
る課題でも、同様の傾向が現れて
いる。例えば、ボトムアップ的要
素の強い「ナノ材料モデリング・
シミュレーション」や「ナノバイ
オロジー」領域では、第一線にあ
る国として米国が日本を圧倒して
おり、逆にトップダウン的要素の
強い領域では日本を第一線とする
回答結果が多くなっている。
　将来的にナノテク研究の挑戦が
ボトムアップ技術へシフトしてい
くとき、日本は米国に対し、同分
野の科学技術競争力を相対的に弱
めていくことが懸念される。すな
図表６　ナノテク・材料分野の研究開発水準に関するデルファイ調査結果
※１ 「安全・安心社会に関わるナノ科学」（対米：3.98）は技術的判断が困難なため除外した
※２ 互角水準を 5.0 として指数化している
参考文献６）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
図表７　 「物質・材料の創製・合成技術・プロセス技術」領域に含まれるデルファイ課題の研究開発水準に関するデルファイ
調査結果
※１  当領域には 11の課題があるが、そのうち回答結果に明らかに有意な差（R1で 10％以上 )が現れた８課題をリスト化した
※２  第一線にある国を日本、米国、EU、（日本以外の）アジア、その他より選択
参考文献６）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
注5：本稿ではトップダウン技術とボトムアップ技術を相対的に扱っている。ここで
はナノ材料シミュレーション技術を代表的ボトムアップ技術と位置付けているが、も
ちろんこの中にもトップダウン的要素とボトムアップ的要素が存在している。例えば
現在、実験で得られた結果をモデリング等でフィッティングすることで、実験だけで
は得られない物理的機構の解明は多く行われているが、一方で分子のあらゆる振舞い
をシミュレーションによって統合・ナノシステム化し、全く新しいナノ機能性材料の
設計を試みるという挑戦も行われている。ナノテク分野では、前者がトップダウン的
技術であり、後者がボトムアップ的技術である。
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４‐２
ナノテクベンチャー企業の
特　徴
　近年ナノテクや ICT、バイオテ
クノロジーなど最先端科学技術に
基づいたイノベーション創出の担
わち、トップダウン技術が主流で
ある現状においてある程度の強み
を発揮してきた日本は、ボトムア
ップ技術あるいはナノシステム材
料開発へとその競争領域が変化す
ることによって、徐々にその競争
力を低下させていく可能性がある。
い手として、ベンチャー企業の役
割が重要視されている注６）。そこ
で、図表 8盧および盪に「ビジネ
スとしてのナノテク大全」（譁野
村総合研究所）12）に収録された日
米のナノテクベンチャー企業リス
トを示す注７）。両図表では、左側
に米国のナノテクベンチャーを、
図表８盧　日米のナノテクベンチャー企業比較
米国ナノテクベンチャー企業 コア技術 日本ナノテクベンチャー企業
Nanocrystals Technology
NANOSYS, INC.
ZIA LASER, INC.
量子ドット
CALIFORNIA MOLECULAR ELECTRONICS CO.
NANOLAYERS
ナノ分子デバイス
NANOLOGIC, INC. 新型コンピュータ
NANOPLEX TECHNOLOGIES, INC.
NANOSPECTRA BIOSCIENCE, INC.
NANOSPHERE, INC.
QUANTUM DOT CORPORATION
ナノ粒子バイオ応用
NANOCHIP, INC.
NANOMAGNETICS LTD.
ZETTACORE, INC.
超高密度メモリ オプトウェア
Biophan Technologies, Inc.
Broptics Communications Corp.
Konarka Technologies, Inc.
Quantum Polymer Technologies
新機能材料
（シールド材、ポリマー太陽電池、
導電性プラスチックナノワイヤ等）
ナック
Molecular Nanosystems
NANOMIX
Zyvex Corporation
CNT（カーボンナノチューブ）
デバイス
プロトンC60パワー
ジェイジーエス
AVIVA BIOSCIENCES
BIOMICRO SYSTEMS, INC.
μ -TAS
（マイクロ化集積分析システム）
マイクロ化学技研
フルイドウェアテクノロジーズ
FLUIDIGM CORPORATION
Micronics, Inc.
NanoSpire
NANOSTREAM
iMEDD, INC. ナノメンブレン バイオ・ナノテク・リサーチ・インスティチュート
ARRYX, INC. fs レーザ、
レーザマニピュレーション等
アルネアラボラトリ
サイバーレーザ
BIOFORCE NANOSCIENCES, INC.
Cytoplex Biosciences, Inc.
Excellin Life Sciences, Inc.
GENICON SCIENCES CORPORATION
IMAGO SCIENTIFIC INSTRUMENTS CORPORATION
Intergrated Nano-Technologies
Nano0sensors
PICOCAL
SPINELIX
Triton BioSystems, Inc.
イノムアッセイ
プロービング
バイオセンサ
バイオチップ
生体分子計測研究所
Quantum Precision Instruments Pty Ltd. 超小型センサ、MEMSセンサ等 リベックス
フォトニックサイエンステクノロジ
Alinis BioSCiences, Inc.
C SIXTY, INC.
INSERT THERAPEUTICS, INC.
NANOMED PHARMACEUTICALS, INC.
DDS
（ドラッグ・デリバリー・システム）
LTIバイオファーマ
インターサイト・ナノサイエンス
ナノキャリア
人工皮膚・網膜 二デック
NeoPhotonics
OPTIVA, INC.
SiWAVE, INC.
光 IC フォトニックラティス
デプト
NanoGram Devices
NANOPOWDER ENTERPRISES, INC.
Nano-Tex, LLC.
NTERA LTD.
ナノ粒子物理応用 クリーンベンチャー 21
????????
参考文献 12）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
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右側に日本のナノテクベンチャー
をリストアップし、両者の中間に
各企業のコア技術を示している。
リストの並びはやや主観的ではあ
るものの、技術アプローチの違い
を縦軸に示し、コア技術が前節
と同様の基準でトップダウン的
であるか、ボトムアップ的である
かで判断した。一見して、米国のベ
ンチャーの方がボトムアップ技術
の領域で起業に成功していること
がわかる。一方、日本のベンチャ
ーは、従来の延長線上にあるトッ
プダウン技術の領域に数多く存在
している。
　産業全体から見れば、現状では
まださほど大きな違いは現れてい
ないが、今後、ナノテクの競争領域
がトップダウン技術からボトムア
ップ技術、あるいはナノシステム
化技術へと変化したとき、これら
のベンチャー企業の違いが、将来
の日米のナノテク競争力に大きな
影響を及ぼすことが懸念される。
参考文献 12）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
米国ナノテクベンチャー企業 コア技術 日本ナノテクベンチャー企業
NANOMUSCLE
nPOINT, INC.
ナノアクチュエータ ナノコントロール
イーメックス
ヒーハイスト精工
CARBON NANOTECHNOLOGIES, INC.
Eikos, Inc. CNT製造
カーボン・ナノテク・リサーチ・インスティチュート
譌ナノ炭素研究所
フロンティアカーボン
ADVANCED DIAMOND TECHNOLOGIES
ATOMIC-SCALE DESIGN, INC.
CHEMAT TECHNOLOGY, INC.
INMAT LLC.
ナノコーティング 白鳥ナノテクノロジー
ティーアンドケー
NANOINK, INC.
NANONEX CORPORATION
NANOOPTO CORPORATION
ナノインプリント MEMSコア
アイトリックス
デバイス・ナノテク・リサーチ・インスティチュート
ナノデバイス・システム研究所
ALTAIR NANOTECHNOLOGIES, INC.
CIMA NANOTECH(Nano Powders Industries)
Five Star Technologies, Inc.
Hi-Q Materials, Inc.
MATERIALS MODIFICATIONS, INC.
Nano Interface Technologies, Inc.
Nano Gram
NanoHorizons, Inc.
Nanomaterials Discovery Corp.
Nanomys, Inc.
NANOTECHNOLOGIES, INC.
NANOVA, LLC.
NANOVENTIONS, INC.
ナノ粒子・ナノ構造製造技術等 日本ナノテク
ミレニアムゲートテクノロジー
Nanometrology LLC. ナノ計測技術 つくばナノ・テクノロジー
テクノス
東京インスツルメント
ナノテックス
ナノフォトン
日本分光
ワイコフ科学
ナノ加工、精密機械加工技術等 アデプト・ジャパン
エックスレイプレジション
エリオニクス
クラスターテクノロジー
クレステック
ナノ
結晶成長技術 ナノトライド・セミコンダクター
ナノテコ
シクスオン
オキサイド
Sherman & Associates, Inc. 真空装置 /微細加工プロセス装置等 アールデック
アドテックプラズマテクノロジー
オプトラン
片桐エンジニアリング
サイエンステクノロジー
ナノテック
ユーテック
リソテックジャパン
????????
図表８盪　日米のナノテクベンチャー企業比較（続き）
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４‐３
トップダウン技術と
ボトムアップ技術の
特徴比較と相対的低下が
懸念される日本の競争力
　図表９でトップダウン技術とボ
トムアップ技術の特徴比較を試み
た。トップダウン技術は、現状技
術の技術的課題の解決を目指し、
次々と個別要素へ課題を移行させ
ながら進行する。一方、ボトムア
ップ技術は、ターゲットの技術的
不確定要素が大きいため、科学技
術シーズのサーチコストが膨大と
なる可能性がある。しかし、ナノ
テク分野が将来的に図表５のよう
に進み、ナノシステム化技術の研
究開発が中心になったとき、その
技術的先進性から競合相手は少な
いと考えられる。その他、両技術
における研究開発戦略やマーケッ
トの有無、代表的技術などを図表
９に示す。
　図表 10に、図表５および図表
９を前提としたナノテクの競争領
域の変化の様子を概念的に示す。
現在、トップダウン技術の領域
において強みを発揮している日本
は、技術の競争領域が変化するこ
とで徐々にその国際競争力を弱め
ることが懸念される。
図表９　トップダウン技術とボトムアップ技術の特徴比較
トップダウン技術 ボトムアップ技術
研究開発の方向性
技術特性
微細化による物理的限界への段階的進行
（マイクロレベルから）スケールダウン
分析的
分子レベルからのナノシステム化
（ナノレベルから）スケールアップ
技術的不連続性大
研究開発戦略
ロードマップ的戦略
連続的
非ロードマップ的・新産業創出
確率的
研究開発のターゲット及びマーケット （ある程度）明確 不明確・探索的
相互関係 （ボトムアップ技術に対し）課題の提示 （トップダウン技術に対し）ソリューションの提示
代表的技術
蘆半導体微細化技術
蘆ナノ複合材料　等
蘆分子デバイス
蘆自己組織化技術　等
日本の競争力（対米） 強い 弱い
図表 10　今後予想されるナノテクの競争領域の変化
注 6：これまでの技術経営論（MOT）の研究では、一般に大
企業は製品化に対する不確実性が高く、また一定以上のマーケ
ット規模が見出せないニッチな研究開発には、研究開発活動の
効率性の低下等が考えられることから経営判断として消極的に
なる構造にあることが指摘されている（例えば参考文献 13、
14）。一方で、破壊的イノベーションを実現するためには、こ
のような不確実性の高い研究開発が欠かせない。そこで、多様
なファンディングによるリスクヘッジと小規模な経営および開
発体制を採る研究開発型ベンチャー企業が注目されている（例
えば参考文献15）。
注7：参考文献12では、米国77社と日本59社は、それぞ
れ下記の資料をもとに抽出されている。
米国： 「Nanotech Venture Fair 2002 (San Diego）」
「Nanotech Planet Spring 2002 (San Jose)」
「Nanotech Venture Fair 2003 (Coronado)」
日本： 「ナノテクベンチャーの先行事例」（経営情報サーチ
2002/ 夏）、「日本のナノテクベンチャー（概要編）」
（日経ナノテクノロジー2003.8.25）、「日本のナノテ
クベンチャー（個別企業編）」（日経ナノテクノロジー
2003.9.8）「平成16年度超微細技術開発産業発掘戦
略調査̶ナノテクベンチャー企業の実態調査̶」（経済
産業省委託調査）、その他日本経済新聞等から抽出
なお、2005年以降も次々と国内外でベンチャーが立ち上がっ
ているが、それらは含まれていない。
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５‐１
ナノシステム化を支える
基礎研究の構築と促進
（ナノテク研究へ向けて）
　ボトムアップ技術を発展させ、
最終的にナノシステム化技術を実
現させるには、それらを支えるサ
イエンスベースでの研究開発が不
可欠となる。４‐１節でボトムア
ップ技術の一端をデルファイ調査
結果をもとに紹介したが、現在、
トップダウン技術で強みを発揮し
ている日本は将来、その国際競争
力を弱めていく懸念がある。ナ
ノシステム化技術の領域におい
て国際競争力の向上を目指すた
めには、特に不確実性の高い領
域の研究開発をナノテク研究者
は強く意識して基礎研究を進め
ていくべきである。
　ただし、ナノシステム化技術
の研究では、論文などの研究成
果を数多く出しにくい可能性があ
る注８）。比較的容易にデータを蓄
積できるトップダウン技術と異な
り、ボトムアップ技術やその先の
ナノシステム化技術には無数に近
い不確実的要素が関係するため、
実験の再現性が得にくく、また仮
説の検証も極めて難しいものとな
るためである。そもそも、ナノサ
イエンスと考えられるような最先
端の計測・分析は、周辺の測定条
件やパラメータを全て同一にした
環境で行うため、どうしても分析
や計測のみで終わってしまう傾向
がある。そういう意味では、ボト
ムアップ技術やナノシステム化の
ための基礎的な研究手法は、まだ
ほとんど確立されていないと言え
る。今後の真のナノテク競争力は、
無数の要素が存在するナノスケー
ル構造体の分子レベルでの組立
て・ナノシステム化の領域で発揮
されるというのが本稿の主張であ
り、日本は、この観点におけるナ
ノサイエンス研究の構造化と強化
が必要である。
５‐２
ナノテクベンチャー創出システムと
ファンディング機能の再考
（産業界へ向けて）
　ナノテクベンチャー創出には、
以下のような社会的・経済的特性
を考慮しなければならない。
蘆 研究開発要素の越境や融合が多
く、従来の学問分野や産業分類
等のカテゴリーに収まらない
蘆 期待値が極めて大きい：マーケ
ットから経済社会までを刷新す
る可能性を秘める
蘆波及効果が極めて大きい
蘆 発見・発明から事業化に至るま
での投資金額が幾何級数的に増
加する
蘆 事前に投資額の適正規模を見極
めるのが難しいうえに、累積効
果が大きいため、継続的かつ漸
増的な投資を必要とする
蘆 高騰する投資額のリスク分散を
図るためのイノベーションシス
テムが補完的制度として必要と
なる
　以上のように、ナノテク、その
中でも特にボトムアップ技術は、
非常に技術的不確実性が高く、そ
の投資効果も確率的にならざるを
得ない。日本は、残念ながら先端
的研究開発への投資メカニズムは
米国ほど充実していないのが現状
である。特にベンチャー企業への
投資を見てみると、現状では一社
あるいは複数の銀行・証券会社・
大手製造メーカなどが共同出資体
を作り、起業時から技術の育成、
実用化まで通して支援する体制が
主流である。しかし、新規事業へ
の投資額が米国よりも小規模なう
え、投資活動や研究開発プロセス
に重要な役割を果たすベンチャー
キャピタルも十分には発展してい
ない。すなわち、上記のようなナ
ノテク、特にボトムアップ技術の
特性を包含するイノベーションシ
ステムは確立されていない。日本
ではナノテクベンチャー企業の研
究開発から事業化までを、公的支
援でサポートしているのが現状で
ある注９）。しかし、ボトムアップ
技術の実用化はときには 15年以
上の継続的投資を必要とする場合
もあり、公的支援のみでは限界が
ある。スタートアップ期からアー
リー、ミドル、レイターステージ
まで段階的に支援者が変わるよう
な体制があれば、一支援者のリス
ク負担も大幅に減少し投資運用総
額も莫大なものとならずに済む。
注8：科学技術政策研究所が実施した共引用関係を用いた論文分析 16）では、ボトム
アップ技術に関連した研究領域「微粒子や高分子を用いたミクロからナノ構造の構築」
が、133の研究領域の1つとして抽出されている。この研究領域中の高被引用論文
に占める日本の割合は、約3.7％と、他のナノテク関連の研究領域と比較して低い。
注9：ナノテクベンチャーに関しては、野村総合研究所や多くの経済省委託調査な
どで詳しい分析が行われている。その中の1つ、参考文献17によると、ナノテクベ
ンチャー企業の約79％が、何らかの公的な研究開発助成金の採択実績を持っている。
しかもその採択率は約88％と非常に高い。ただし、それでもなお、ナノテクベンチ
ャーの約55％が赤字の営業損益となっている。
5   ナノテク実用化へ向けたイノベーションシステムの考察 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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５‐３
新たな研究開発マネジメントツールの
作成手法の開拓
（マネジメント研究へ向けて）
　トップダウン的研究開発の代表
的な分野である半導体分野を中心
としてこれまで発展してきた技術
ロードマップは、投資の方向性を
明確にするとともに、社会経済的
な波及効果まで見据えることによ
って事前の投資の合理性を担保す
る役割を担ってきた。しかし、ナ
ノテク分野、特にボトムアップ
技術における以下のような特性か
ら、同分野の研究開発戦略の策定
においては、これまでの手法では
限界が生じている 18）。
蘆 他分野（特に半導体分野等）と
比較して技術の構造化、将来
市場の共通認識がなされていな
い 19）
蘆 ボトムアップ技術はその性質
上、無数の技術シーズからなる
集合概念であるため、事業化に
有益な技術シーズを取捨選択す
るには膨大なサーチレンジとコ
ストが必要となる
蘆 技術はノンリニアプロセスで
発展する性質が強いため、投資
から成果までの道筋が不透明
である
蘆 技術の高度・複雑化にともなっ
て、事前に投資の合理性を判断
するのが困難で、かつ事後的な
投資の経済効果を測定すること
も困難である
蘆 技術が発展するにつれ投資額が
巨額になり、回収が難しくなる
可能性が高まる
蘆 上記点から、ハイリスクハイリ
ターン型の投資になるため、過
少投資になりやすい
　以上のような課題から、新し
い研究開発マネジメントツールの
作成手法の検討が必要となる。例
えば、近年のオプション理論の発
展が注目される。ナノテク、特に
ボトムアップ技術ではその技術範
囲の広さから、より高度に選択と
集中がなされた技術ロードマップ
は、技術動向いかんでは将来的に
全く利用されないロードマップと
なる可能性が増加するという、皮
肉的なジレンマを内包する。そこ
で、技術ロードマップの事前・事
後のフレキシビリティ注10）を高く
保つことこそが、ナノテク分野
の将来の運命を握る生命線とな
る 20、21)。このような技術範囲の広
さは、従来の技術ロードマップ
策定手法では大きなリスクとなる
が、一方で、その技術的オプショ
ンの多さは、将来増大する不確実
性に対するリスクヘッジをもたら
すものとなり得る。技術ロードマ
ップの本質は、オプションの「可
視化」にある。オプション理論で
は、期待や不確実性に関する事前
の選択肢を事後的な価値としてみ
ることを可能にする。不確実性は、
従来はなるべく排除されるべきも
のであったが、オプション理論は
不確実性にも価値があることを示
すものである。オプション理論の
発展によっては、潜在的に可能性
を秘めている成果も明確に理論化
できるかもしれない。
　ここでは、オプション理論を一
例として取り上げたが、もちろん
これに限るものではない。研究レ
ベルではテキストマイニングを用
いた技術ロードマップの作成手法
なども検討されている 22）。オプシ
ョンとしての多様性の確保という
視点で、多くの技術課題とそれら
に関する技術水準等の情報を含む
ことから、デルファイ調査も再注
目される。マネジメント研究者は、
このような政策あるいは産業界の
ニーズを踏まえた新しい手法の検
討を行う必要がある。ナノテク分
野は、先端的研究開発マネジメン
トの難しさがいち早く顕在化して
くる可能性がある。同分野での新
たな戦略作成手法が確立されるこ
とは、他の先端研究開発分野に対
する意義も大きい。
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研究所（2005）
07）  Roco, M. C.（2004）“Overview 
of National Nanotechnology 
Initiative”，National Science 
Foundation ホームページ：
  http://www.nsf.gov/crssprgm/
nano/
08）  カリフォルニア大学ロサンゼル
ス校 カリフォルニアナノシテム
研究所ホームページ：
 http://www.cnsi.ucla.edu/
09）  「ナノシンセシス―創造的ものづ
注10：例えば、現在の技術ロードマップでは、毎年の改定作業で事前には予測不可
能な変化を事後的に担保する仕組みになっている。しかし今後は、ロードマップに載
らなかった技術（オフロード技術）も（オプションとして）見える形とするマネジメ
ントツールの開発が求められる。
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日本のナノテク競争力分析　̶懸念される競争力低下とナノシステム化への挑戦̶
くり―」C科学技術振興機構研
究開発戦略センター（2006）
10）  高野潤一郎、小口信行「自己組
織化材料研究の動向」（科学技術
動向 2002 年 7月号）科学技術政
策研究所（2002）
11）  小松裕司、小笠原敦「エレクト
ロニクスへのナノテクノロジー
の応用―検討が進むシリコンLSI
への適用例から―」（科学技術動
向 2005 年１月号）科学技術政策
研究所（2005）
12）  池澤直樹「ビジネスとしてのナ
ノテク大全：2010/2015 年のナノ
テク市場を可視化する」野村総
合研究所（2006）
13）  本庄裕司「ベンチャー企業」（『サ
イエンス型産業』（後藤晃、小田
切宏之編）第５章に収録）NTT
出版（2003）
14）  後藤晃「イノベーションと日本
経済」岩波新書（2000）
15）  元橋一之「中小企業の産学連携
と研究開発ネットワーク」（『日
本のイノベーション・システム』
（後藤晃、児玉俊洋編）第５章に
収録）東京大学出版会（2006）
16）  「サイエンスマップ2004」（NISTEP 
REPORT No. 100）科学技術政策
研究所（2007）
17）  「ナノテクベンチャー企業支援に
よる産業活性化に関する調査研
究」イノベーション・エンジン
譁（2006）
18）  金間大介「EUナノロードマップ 
―ナノテクノロジー分野におけ
る技術ロードマップの課題と今
後の展望―」（科学技術動向 2006
年 10月号）科学技術政策研究所
（2006）
19）  安永裕幸「イノベーションジャ
パン 2006『我が国のイノベーシ
ョンシステム構築に向けた産官
学によるロードマップ・コミュ
ニケーション』」（2006）
20）  Walsh, S. T.（2004）“Roadmapping 
a disruptive technology：A 
case study：The emerging 
Microsystems and top-down 
nanosystems industry”，Technol. 
Forecast. Soc. Change, Vol. 71, 
pp.161‐185.
21）  Martin, R.（2004）“Technology 
roadmaps: Infrastructure for 
innovation”，Technol. Forecast. 
Soc. Change, Vol. 71, pp.67‐80.
22）  Kostoff, R. N., Boylan, R. and 
Simons, G. R.（2004）“Disruptive 
technology roadmaps”，Technol. 
Forecast. Soc. Change, Vol. 71, 
pp.141‐159.
ナノテクノロジー・材料ユニット
金間　大介
科学技術動向研究センター
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
kanama@nistep.go.jp
蘋
科学技術と経済社会、イノベーションとの
関係に興味を持つ。特にナショナルイノベ
ーションシステムにおける大学・公的研究
機関の役割や、公共性の重要性について調
査・研究を行っている。また、ナノテクノ
ロジー分野の研究動向についても興味を持
ち調査活動を行っている。
執　筆　者
第一研究グループ
近藤　章夫
http://www.nistep.go.jp/
蘋
半導体産業など科学技術のウェイトの高い
産業の経済分析を行っている。
科学技術を基盤とした産業競争力の強化、
新産業の創出に効果的なナショナルイノベ
ーションシステムや地域イノベーションシ
ステムの構築に資する政策のあり方に関心
をもつ。
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科学技術動向研究
道路構造物の
ストックマネジメントのための
技術動向
池田　一壽
推進分野ユニット
1   はじめに 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　我が国は第二次世界大戦後の荒
廃した国土を復興し、先進欧米諸
国に追いつくため、インフラの質、
量とも整備を進めてきた。特に
高度成長期（1955 ～ 1973 年）に
建設された社会資本は膨大なスト
ックがある。これらの更新時期は
2020 年から 2030 年頃にピークを
迎え、今後、更新・維持管理投資
の増大が懸念されている。
　高度成長期に建設された道路
構造物（橋梁、トンネル、舗装
及び付属施設などに大別される）
は、現在、橋梁では全橋梁数の約
34％、トンネルでは全トンネル
数の約 25％を占めている。20 年
後に建設後 50年以上となるもの
は、一般国道及び地方道の橋梁で
は 2005 年比で約８倍の 64,000 橋、
トンネルは約３倍の 3,600 箇所と
推計されている。また、インフラ
に対する国民のニーズの多様化や
環境対策など新たに対応しなけれ
ばならない問題が表面化するなか
でさらに、人口減少、少子高齢化、
厳しい財政状況下において、老朽
化したインフラの更新がより困難
な状況になるのは確実である。イ
ンフラを効率的に維持管理し、ラ
イフサイクルコストを縮減して、
インフラ寿命をより長く確保する
とともに、落橋などによるリスク
を回避するために、社会変化に対
応したストックマネジメントによ
るインフラの整備が今後、重要に
なる。
　「第３期科学技術基本計画」で
は、社会基盤分野のストックマネ
ジメントにおいて「高度経済成長
期に大量に建設されたインフラの
老朽化が急速に進むなか、社会基
盤の機能を確保しつつ適切に維持
管理・更新する技術に対する社会
ニーズは強く、公共性の観点から
国が積極的に取り組む必要性のあ
る研究開発課題」の第一として、
「社会資本・建築物の維持・更新
の最適化」が挙げられている。
　本稿では、ストックマネジメン
トを必要とする背景と課題、スト
ックマネジメントに必要な劣化機
構・現象、点検診断、健全度評価、
劣化予測、補修・補強といった要
素技術や開発が行われている橋梁
マネジメントシステムを概説し、
更新時期を迎えるにあたり必要と
される対応について述べる。
2   ストックマネジメントとは 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　貯金、株式、債券などの個人
の金融資産を、リスク、収益性な
どを勘案して適切に運用すること
により、その資産価値を最大化す
ることが資産のマネジメントであ
る。近年、土地や建築物を主な対
称とした不動産管理においても、
資産価値を向上させるために、金
融資産と同様のマネジメント手法
が用いられている。
　資産管理に関する主なマネジメ
ントの呼称としては「アセットマ
ネジメント」、「ファシリティマネ
ジメント」、「プロパティマネジメ
ント」、「ストックマネジメント」
があり、これらは概ね「利用者の
便益を最大にし、供給者と利用者
の費用を最小にするための設計、
建設、維持管理、修繕、更新等に
関わる全てのプロセスを総合化す
ること」について述べる際に使わ
れている。一般に道路の分野では
「アセットマネジメント」が用い
られる場合が多いのに対して、官
庁施設の分野では「ファシリティ
マネジメント」や「ストックマネ
ジメント」が用いられている。ま
たより広範囲な社会資本を対象と
した場合には「社会資本マネジメ
ント」と呼ばれているが、それぞ
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れ明確な定義はないのが現状であ
る１）。社会資本のマネジメント分
野で先進国である米国でも多様な
呼称があり、統一的な用語はない。
　道路構造物関係におけるストッ
クマネジメントは、道路施設の中
で異なる資産群（例えば舗装、橋
梁、トンネル、擁壁等）全体を対
象とした全体マネジメントと、あ
る同種類の資産群（例えば舗装の
みや橋梁のみ等）の同種資産群マ
ネジメントや個別の構造物（例え
ばその箇所の橋梁等）に対する個
別資産マネジメントの２つに分け
られる。全体マネジメントと同種
資産群マネジメントはサービス水
準（管理目標）の客観的な評価を、
同種資産群マネジメントと個別資
産マネジメントはライフサイクル
コストの最小化を目標としたマネ
ジメントを求めることができる。
しかし、現段階での実用化に向け
た研究は、同種資産群マネジメン
トや個別資産マネジメントとして
の橋梁あるいは舗装マネジメント
のように、「かたち」となって見
えるマネジメントシステムの領域
のみに限られている。
3   現状と課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
日本の現状と課題
盧社会・経済状況
　日本の人口は、2004 年の１億
2,779 万人をピークとして長期減
少過程に入っており、推計によれ
ば 2050年には約１億 60万人２）と
なる。人口の減少は地方部ほど
急速に進む。また、出生率は年々
低下して 2006 年には 1.25 となっ
た。このため、65歳の高齢者比率
は、2005年には 19.9％であったが、
2030 年には 30％近くまで増加す
ると予測されている２）。今後、少
子高齢化の急速な進行に伴い、労
働力人口の減少や地方部での集落
の消滅、基礎的社会サービス提供
が困難な地域の発生などが懸念さ
れている。
　一方、建設産業のこれまでを振
り返ると、建設就業者の推移は、
建設投資額の増加とともに 1997
年まで増加が続き、長引く不況の
中でも我が国の雇用の安定に寄与
してきた。しかし、その後、建設
投資額の減少に伴い、2005年には
1988 年の就業者数と同程度の 568
万人となった。きつい、汚い、危
険の 3Kイメージのためか、年齢
階層別では、若年層の減少が著し
く、相対的に高齢層（55歳以上）
就業者数割合が増加して現在は
30％を占めている。建設産業は、
他産業と比べても高齢化傾向が高
い産業となり、産業全体の維持・
強化の点で大きな問題となってい
る。最近のゼネコン収益を見ると
瑕疵補償費により収益が圧迫され
ており、その原因には競争の激化
や技術力の低下といった建設業界
の構造的課題があると指摘されて
いる３）。現在、団塊世代の多くの
技術者・熟練技能者が引退を目前
とし、若年就業者の確保と技術・
技能の継承は建設産業全体の大き
な課題となっている。
　また、建設を含めて公共事業費
は、戦後復興期の雇用対策や高度
成長期後の景気対策として重要な
役割を果たしてきた。バブル崩壊
後、景気対策のため建設国債は一
時増加したが、現在は減少傾向に
ある。しかし財政赤字については
増加し、その補填として赤字国債
が増加している。2006 年度の国
債費が一般会計予算における歳出
79.7 兆円の約 38％占めており、今
後は益々、財政の硬直化が進行す
ることが懸念されている。
盪道路構造物のストック状況
　内閣府政府統括官編「日本の社
会資本　世代を超えるストック」４）
によれば、高度経済成長期の 1970
年から急速に社会資本がストック
されてきている（図表１）。社会
資本別では、交通（道路、港湾、
航空、鉄道）で40％、生活関連（上
下水道、公園、廃棄物、公共賃貸
住宅、郵政）20％、農林水産工業（農
林漁業、工業用水道）15％、国土
図表１　社会資本ストック額の推移
農林水産工業（農林漁業、工業用水道）、生活関連（上下水道、公園、廃棄物、公共賃貸住宅、
郵便）、文教（学校・社会教育施設）、国土保全（治山、治水、海岸）、交通（道路、港湾、航空、
鉄道） 参考文献４）を参考に科学技術動向研究センターにて作成
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保全（治山、治水、海岸）13％、
文教（学校・社会教育施設）12％
の割合である。物流・経済を支え
ている交通関係社会資本の割合、
その中でも特に道路関係が多く、
今後、維持管理・更新をする上で
道路関係にかなりの投資額を必要
とすることがわかる。
　2005 年４月時点で、高速国道、
国都道府県道、市町村道の道路
実延長は約 119万 kmであり、管
理者別では、旧公団注１）管理が約
７千 km（１％）、国管理が約 2.2
万 km（２％）、都道府県管理が約
12.9 万 km（11％）、市町村管理が
約 100.2 万 km（86％）である５）。
地方道が全道路の約 97％、橋梁箇
所数で約 89％、トンネル箇所数で
約 54％を占めている。
　全国の道路橋数は橋長 15m以
上で、約 14.8 万橋があり、そ
の中では、旧公団管理が約６千
橋（４％）、国管理が約 1.1 万橋
（７％）、都道府県管理が約 4.5 万
橋（31％）、市町村管理が約 8.6 万
橋（58％）であり、橋種別ではPC
橋注２）が 40％、鋼橋が 39％、RC
橋注２）17％、その他４％の順とな
っている５）。図表２は全国の橋梁
数と建設数の推移であり、高度成
長期（1955 ～ 1973）において集
中的に建設された橋梁数は全橋梁
の約 34％を占め、平均経過年数
は約 37年である。近年の急激な
交通量増加及び車両の重量化、塩
注1　旧公団：日本道路公団、首都高速道路公団、阪神高速道路公団、本州四国連
絡橋公団を指す。
注2　RC橋、PC橋：コンクリートは圧縮に対し強い材料であるが、引張力はそ
の1/10程度の強度である。この欠点を補うため鉄筋を引張側に併用した橋梁がRC
（Reinforced Concrete）橋、PC（Prestressed Concrete）橋はピアノ線のよう
な引張強度の高いPC鋼材で予めコンクリートに圧縮力を導入し、これによってコン
クリートに見かけ上の引張抵抗を与えた橋梁。
■用語説明■
図表３　橋梁の損傷事例
塩害による主桁PC鋼材の破断 RC床版の疲労による抜け落ち
出典：国土交通白書2006７）
参考文献６）を基に科学技術動向研究センターにて一部改変
図表２　全国の橋梁数と建設数の推移
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害・アルカリ骨材反応等により、
コンクリート部材のひび割れ、剥
離・剥落、鋼部材の疲労による亀
裂や腐食による損傷が顕在化して
いる。損傷事例を図表３に示す。
　我が国の舗装率（簡易舗装を含
む）は、都道府県道以上ではバブ
ル期までに整備が進み現在97％で
あり、市町村道路までを含めると
78.9％である５）。
　舗装にはアスファルト舗装とコ
ンクリート舗装があり、一般国道
でのアスファルト舗装の割合は、
現在、98.9％を占めている５）。初
めてアスファルト舗装が施工され
たのは 1878 年で、東京神田昌平
橋であった。自動車通行のための
舗装は、東京に初めて自動車が登
場した 1903 年に施工された。舗
装は供用経年とともに、舗装路面
のひび割れ、段差、わだち掘れ注３）
等が発生し、道路走行時の車両の
安全性や快適性を低下させる。
　我が国で初めての大規模な道路
用トンネルは、1980 年に当時世
界で３台しかなかった米国製掘削
機で建設された山形県と福島県を
結ぶ栗子トンネルであった。現在
は、トンネル数は 8,784 箇所、ト
ンネル延長は 3,224km で、旧公
団管理が 739箇所（８％）、国管理
が 3,342 箇所（38％）、都道府県管
理が 2,346 箇所（27％）、市町村管
理が 2,357 箇所（27％）となって
いる５）。一般国道（指定区間）注４）
及び高速自動車国道でみると、高
度成長期に建設されたトンネルが
全トンネル数の約25％を占めてい
る８）。
蘯厳しい自然・地形・交通条件下
　での道路管理
　日本の国土面積は、世界の国土
面積の僅か 0.25％にすぎないが、
世界で発生する大規模地震（M6.0
以上）の約 21％を占め、活火山数
としては世界の約７％が狭い国土
に集中している。また台風の接近
数は年平均 10個以上で、年間雨
量は世界平均 800mmに対して２
倍以上の約 1,800mmとなってい
る。地形的には、国土面積の約
７割が山地で、急峻な山脈が列
島を縦断しており、しかも可住地
面積の２割以上が軟弱地盤であ
る。また、国土の約６割が積雪寒
冷地にあり、道路は厳しい自然条
件下にさらされている。大型車
混入率注５）は欧米と比較して高く、
特に大型車混入率の高い道路では
鋼製橋梁の疲労による損傷が発生
している。
　首都圏は日本の中枢機能が集中
しているにもかかわらず、環状道
路ネットワークが十分に形成され
ていないため迂回機能が発揮され
ず、都心部では慢性的な渋滞が発
生している。道路損傷などによっ
て、通行止めとなるような大規模
工事が発生すると社会的影響が甚
大である。
盻耐用年数
　構造物の更新は、構造物の損傷・
老朽化に伴う物理的更新と、機能
の陳腐化に伴う機能的更新に分類
される。物理的更新における更新
期間については、財務省の「減価
償却資産の耐用年数等に関する省
令」や各省庁で設定または推計し
ている耐用年数（図表４）による。
このうち、国土交通省では、施設
の特性により、必要に応じて細分
化し、それぞれの更新実態を踏ま
えた耐用年数を設定している。
　例えば、国土技術政策総合研究
所の橋梁実態調査（図表５）では、
建設から架替えられるまでの年数
が、物資不足の第二次大戦中から
戦後までは 30～ 40年程度と短い
が、その後、地震被害や損傷事例
による対策として示方書や指針等
の改定がなされており、新しく建
設された橋梁の寿命が徐々に長く
なる傾向にある。近年に建設され
ているものは、適切な管理が行わ
れることにより少なくとも100年
図表４　推計事例等による耐用年数
種類
耐用年数
財務省 内閣府 国土交通省
橋梁 60 60 60
舗装 10 10
トンネル 30 60
下水道 50
河川 30 40 無限大
ダム 50 80
砂防 30 47 67
海岸 30 30 50
住宅 47 61（1980年以降着工）
都市公園 24 43
参考文献９）を基に科学技術動向研究センターにて作成
注3　わだち掘れ：自動車の重量やアスファルトの磨耗、流動により、タイヤが通
る舗装表面部分がくぼむこと。
注4　一般国道（指定区間）：道路法第13条第1項の規定に基づいて、維持、修
繕、災害復旧などの管理を国土交通大臣（国土交通省道路局、北海道では北海道開発局、
沖縄県では内閣府沖縄総合事務局）が行う一般国道の区間として政令（「一般国道の指
定区間を指定する政令」）で指定された区間のことをいう。
注5　大型車混入率：自動車交通量に対する大型車（バス、普通貨物車）交通量の
割合を百分率で表したもの。
■用語説明■
科 学 技 術 動 向　2007年 5月号
24 Science & Technology Trends   May  2007 25
道路構造物のストックマネジメントのための技術動向
社会資本に対するマネジメントの
欠如と維持管理の長期的な重要性
に関する認識不足によって、十分
な維持管理予算の投入がされなか
った。
　このため、米国政府は悪化し
た財政状況の中、1982 年に「交
通支援法」を制定し、ガソリン税
率引き上げによる予算確保により
重点的にインフラ維持予算を投入
した。また、1991 年に成立した
ISTEA（陸上交通効率化法：1992
～ 1997）及び 1998 年に成立した
TEA‐21（21 世紀に向けた交通
最適化法：1998 ～ 2003）により、
道路投資額の拡充を行い、維持
補修に力を入れた結果、現在は欠
陥橋梁が減少している。しかし、
2004 年時点で未だ約 27％近い欠
陥橋梁が存在し、一度荒廃させた
インフラを更新あるいは維持補修
して安全に交通を確保することは
時間的にも予算的にも容易ではな
いことが明らかになっており、維
図表５　架設年次ごとの橋梁の寿命
参考文献 10）より転載
図表６　米国道路投資額の推移
参考文献 11）より転載
程度の寿命が期待できる可能性が
あると推定される 10）が、土木技術
の知見が十分でなかった時代に多
数のストックが形成されてきたこ
とから、示方書や指針等の改定前
の橋梁に対する対策が必要である。
３‐２
諸外国の状況
盧米国の「衰退する社会資本」に
　おける対応
　米国では 1930 年代に、ニュー
ディール政策により多くのインフ
ラが整備された。1960年代後半か
ら公共施設の破損や老朽化による
事故が起きた。1967年にウエスト・
ヴァージニア州とオハイオ州を連
絡するシルバー橋の崩落により46
名が死亡、1983年にはコネチカッ
ト州のインタステートハイウェイ
の一部であるマイアナス橋が崩落
し３名が死亡、1980年代には全米
各地で橋梁や舗装が劣悪な状態
に陥り、大量に整備された道路
構造物の老朽化に対応できず「荒
廃するアメリカ」と呼ばれる状況
にあった。社会資本の危機につい
て国民の認識が深まってきたが、
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持管理の重要性が強く認識されて
いる。現在は、2004年に制定され
た SAFETEA‐LU（次期道路整
備事業法：2004 ～ 2009）により、
対策を実施している。図表６に米
国で増大している道路投資額の推
移を示す。
盪道路施設の補修を計画的に
　進める英国及びドイツ
　荒廃する米国の教訓を受け、英
国では 1998 年の「道路白書」に
おいて、既存道路の維持管理向上
を最優先課題として、幹線道路と
橋梁の全生涯費用を最小化するた
め、維持管理に優先度をつけるこ
とを明示した。1998年頃より維持
管理予算の計画的補強により補修
が行われ、舗装の状態は改善され
つつあり、橋梁の大規模補修工事
も計画的に進められている。
　ドイツでは、1933 年から経済
政策の一環として、世界で初めて
の高速道路ネットワークであるア
ウトバーンの整備を進め、国内経
済を支えてきた。しかし、1990年
代から道路損傷が顕在化し、1996
年以降の大規模実態調査の結果、
1960 ～ 1970 年代に建設された橋
梁など 5,000 箇所の構造物が限界
的状態にあり、また、トラックの
大型化（40t）への対応も必要な
ことが判明した。経済に大きな影
響与えるアウトバーンの荒廃に危
機感を持ったドイツ連邦政府は、
2003 年に「連邦交通網整備計画」
（2001 ～ 2015）を策定して、1992
年に策定した 10年計画よりもメ
ンテナンス投資の増額（年平均
38％増）を図り、既存インフラの
維持更新を進めている 12）。
4   日本でストックマネジメントを導入する必要性 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
盧老朽ストックの急増
　我が国の経済や国民の暮らしを
支えている道路構造物は高度成長
期に集中的に建設され、2020年か
ら 2030 年頃をピークに、構造物
の劣化とともに維持管理・更新の
需要が集中的に増加すると懸念さ
れる。
　橋梁とトンネルにおいて、建設
後 50年以上になるものの数を表
したのが図表７である。橋梁では、
2005年に対して、10年後に約３倍、
20 年後に約８倍の 64,000 橋、ト
ンネルでは 10年後に約２倍から
20年後に約３倍の 3,600 箇所が建
設後 50年以上となる。老朽化す
る構造物が今後急増するため、補
修・補強や更新の費用増加は避け
られない。
盪維持・更新費用の増大
　図表８は国土交通省所管の社
会資本（道路、港湾、空港、公共
賃貸住宅、下水道、都市公園、治
水、海岸）において、2030年まで
の維持管理・更新費の推計を２つ
のケースに対して行った結果であ
る７）。ケース１（投資可能総額が
対前年比±０％）の場合、2030年
には、維持管理費及び更新費が投
資可能総額の65％を占める。ケー
ス２（投資可能総額が対前年比－
３％（国）、－２％（地方））の場
合には、投資可能総額が 2022 年
以降不足し、社会資本が更新でき
なくなる。この推計によれば、将
来は新規建設が不可能になるこ
と、あるいは、一部は老朽構造物
を更新できないか、十分な維持管
理ができなくなる可能性もある。
　したがって、将来人口が減少す
る中では地域的状況も考慮して、
既存道路構造物の差別化を図り、
それらに投入すべき維持管理費の
メリハリをつける必要がある。
図表７　建設後 50 年以上の橋梁及びトンネル数
参考文献７）を基に科学技術動向研究センターにて一部改変
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蘯建設廃棄物の増大
　建設産業から排出される建設廃
棄物は、産業廃棄物総量（約４億
1,200 万ｔ）の約２割（7,500 万ｔ）
であり、産業廃棄物最終処分量（約
4,000 万ｔ）においても約 2割（700
万ｔ）を占めている。一方、産
業廃棄物不法投棄量（約 41万ｔ）
では、約９割（35.4 万ｔ）が建設
廃棄物である 13）。
　リサイクル率は年々微増ながら
向上し、国土交通省の 2002 年調
査では 92％（土木・建築計）に達
している。しかし、最終処分場の
新たな設置は困難な状況であり、
最終処分場の残余容量不足が生じ
ている 13）。
　今後、老朽化構造物が増加し、
それらの解体により、建設廃棄物
の排出量は増加すると予測されて
いるが（図表９）、このような観
点からも、今までのようなスクラ
ップ・アンド・ビルドの時代から、
維持修繕を適確に行い、可能な限
り寿命を延ばして使用することが
求められるようになる。
盻財政制約
　財政赤字の増大、少子高齢化
に伴う労働力の不足、消費・投資
の減少などによる経済活力の低下
懸念、社会保障関連費用の増大に
より、日本では社会資本整備に
対する財政制約が高まっている。
事実、公共事業費は 1999 年以降
減少している。また、道路特定
財源の一般財源化問題もある。今
後、このような財政制約は益々
増大する。したがって、日本の将
来ビジョンを踏まえて、社会資本
の整備・維持管理に必要な予算の
根拠を将来を含めて把握し、構造
物の維持・更新の必要性を明らか
にする必要がある。
　これまでの道路管理の取り組み
では、維持管理の予算については、
対前年比等の指標を基に決定され
てきた。長期的な視点に立った予
算配分ではなく、点検により構造
物の劣化が顕著に現れている箇所
を対処療法的に修繕（事後保全）
するのが一般的である。点検要領
の作成、データベース構築、技術
開発を個別に行っているため、全
体を俯瞰した総合的なマネジメ
ントシステムの取り組みが欠如し
ている。今後はストックマネジメ
ント手法を導入し、建設から更新
に至る間のライフサイクルコス
ト（LCC）の最小化を図るために、
図表８　社会資本の維持・管理費投資推計
出典：国土交通白書2006７）
図表９　建設廃棄物排出量の将来予測
出典：国土交通省リサイクルホームページ 13）
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設計、建設、維持管理、修繕、更
新等に関わる全てのプロセスの総
合化と、損傷が顕在化する前に軽
微な補修を実施す予防保全を行っ
ていくことが必要となる。
　一般的に、事後保全よりも予
防保全の対策の方が、トータル
コストを低く抑えることができ
るうえに、構造物の延命化や更新
時期の平準化を図ることが可能で
あることが、経験的に分かってい
る 14、15）。
5   ストックマネジメントに必要とされる技術蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　事後的保全から、損傷が顕在化
する前に軽微な補修を実施する
予防保全に切り替えるためには、
図表 10のようなサイクルで適切
な維持管理を実施しなければなら
ない。また、そこで得られた対策
などの知見を構造物の設計・施工
に活かし、新規構造物においても
より長寿命化を図らなければなら
ない。
　以下に、サイクルの各段階にお
いて必要な技術について述べる。
５‐１
構造物の劣化機構と
劣化現象
　鋼構造物の劣化機構には腐食、
疲労、遅れ破壊があり、供用時間
とともに品質の低下を来たし、鋼
構造物の寿命低下をもたらす。道
路構造物の多くで用いられている
コンクリート構造物の劣化要因に
は、中性化、塩害、凍害、アルカ
リ骨材反応、化学的侵食、疲労が
ある。中性化と塩害は、環境中か
らの劣化因子である二酸化炭素又
は塩化物イオンがコンクリート中
へ侵入し、コンクリート内部の鋼
材を腐食させるが、コンクリート
自体の劣化は生じさせない。一方、
凍害、アルカリ骨材反応、化学的
侵食、疲労は、それぞれ劣化メカ
ニズムが異なるが、コンクリート
自体が劣化する現象である。これ
らの劣化要因による代表的な損傷
は、ひび割れ、剥離・剥落、遊離
石灰、錆汁、ゲルの滲出、鉄筋露
出、スケーリング、変色などがあ
り、耐荷力及び耐久性の低下につ
ながる。凍害と塩害、アルカリ骨
材反応と塩害等の複合劣化は、コ
ンクリート表面から劣化機構を特
定するのは困難である。
　劣化機構についての詳細は、「科
学技術動向」2004年６月号レポー
ト「構造物保全技術とリスクベー
スメンテナンス（RBM）」を参照
されたい。
５‐２
構造物の点検診断
　道路構造物は屋外の厳しい自然
環境や交通環境等にさらされてい
る。より長期間の供用に耐えうる
ためには、構造物の保有性能が要
求水準を下回らないよう、適切か
つ効率的な維持管理を実施しなけ
ればならない。
　点検は構造物の劣化機構及び状
態を把握することが第一の目的で
あるが、それとともに、その後の
健全度評価及び劣化予測を行うた
めの情報収集としても重要な作業
である。構造物の損傷は複合劣化
に因るものが少なくなく、診断に
あたっては、過去の損傷事例など
を参考に点検方法の選択などによ
って効果的な点検と点検データの
解析を行い劣化の有無を判断し、
劣化要因と機構を的確に把握する
必要がある。
　構造物の保有性能や材料劣化の
程度を直接的評価する方法には、
コア採取注６）による局部破壊試験
や実構造物の載荷試験がある。し
かし、いずれも損傷を加える欠点
がある。その対応として、近年点
検の効率化と高度化も目的とした
非破壊検査手法の開発・導入が急
速に進んでいる。また、構造物の
保有性能を把握するための必要項
目を常時監視（モニタリング）し、
その計測に基づいた対策を随時行
う研究開発も進展している。
　しかしながら依然として、点検
診断技術は訓練と経験によるとこ
ろが大きく、技量の高い点検技術
者は目視点検及び写真で構造物の
劣化損傷メカニズムと状態をある
程度の精度で診断ができるとも言
われている。今後、老朽化する構
造物が全国的に増加することより、
このような能力を持つ点検診断技
術者の不足が懸念されている。
　図表11に、コンクリート構造物
各種点検方法の適用性ついて示す。
　以下には、最近進んできた非破
壊検査とモニタリングについて紹
介する。
注6　コア採取：コアボーリングマ
シン等により構造物の躯体に穴を開け、
くり抜き抽出した円柱状の試料で、構
造物の保有性能や材料劣化を把握する。
■用語説明■
図表 10　ストックマネジメントのサイクル
科学技術動向センターにて作成
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図表 11　コンクリート構造物各種点検方法の適用性
点検方法
原理
試験項目等
劣化機構
中性化 塩害 凍害 化学的侵食 アルカリ骨材反応 疲労
劣化指標
中性化深さ イオン濃度 凍害深さ 劣化因子の浸透深さ 膨張量 累積損傷度
鋼材腐食量 鋼材腐食量 鋼材腐食量 中性化深さ （ひび割れ） 鋼材の亀裂長
鋼材腐食量
電気化学的方法
自然電位法 ◎ ◎ ○ ○ ○
分極抵抗法 ◎ ◎ ○ ○ ○
応力測定法 載荷時のひずみ測定 ○ ○ ○ ○ ○ ◎
変形測定法 載荷時の変形測定 ○ ○ ○ ○ ○ ◎
目視・写真撮 双眼鏡、カメラ、変形 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
打音法 打撃音、波形解析 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○
反発硬度法 テストハンマー強度 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○
赤外線法 表面の赤外線映像 ○ ○ ○ ○ ○
はつり試験
中性化深さ ◎ ◎ ○
鋼材腐食状況 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○
鋼材引張強度 ○ ○ ○ ○ ○ ○
採取したコアに
よる試験
中性化深さ ◎ ◎ ○
外観検査・ひび割れ深さ・
錆等の深さ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
圧縮強度・引張強度・弾性係数 ○ ◎ ◎
配合分析 ○ ○ ○
塩化物イオン含有量 ○ ◎ ○ ○ ○
アルカリ量分析 ◎
骨材の反応性 ◎
膨張量測定 ◎
細孔径分布 ○ ○ ◎ ◎ ○
気泡分布 ◎
透気（水）性試験 ○ ○ ○ ○
コンクリートの
化学組成
熱分析（TG・DTA） ◎ ◎
Ｘ線回析 ○ ◎ ○
EPMA ○ ○
走査型電子顕微鏡観察 ○ ○
弾性波を利用する方法
超音波、衝撃弾性波法 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○
AE法 ○
電磁波を利用する方法
（レーダー法）
鋼材配置 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○
空隙 ○ ○
部材圧 ○ ○
電磁波を利用する方法
（赤外線法） 表面剥離 ○ ○ ○ ○ ○
電磁波を利用する方法
（Ｘ線法） 鋼材位置・径、空隙、ひび割れ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○
磁気を利用する方法 鋼材位置・径 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○
電気を利用する方法 誘電率・含水率 ○ ○ ○ ○ ○ ○
載荷試験（静動） ひび割れ発生・剛性 ○ ○ ○ ○
載荷試験（振動） 固有振動数、振動モード ○ ○ ○ ○
凡例　◎：劣化の程度にかかわらず有効、○：劣化の程度によっては有効、無印：参考になることもある                              参考文献 16）より転載
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盧非破壊検査
　非破壊検査は構造物を破壊する
ことなく内部や表面の欠陥状況を
検査する方法である。図表 12の
ように、コンクリート構造物の診
断技術としては、コンクリート部
分の劣化及び欠陥検出では赤外線
法、電磁波レーダ法や打音法、鉄
筋の腐食では自然電位法が多く用
いられている。鉄筋の腐食は腐食
の程度（腐食量）が重要な情報で
あるが、現在のところ、その情報
を把握できる試験はなく、その試
験方法の開発が望まれている。
　一方、鋼構造物の場合には、ク
ラック診断には超音波探傷試験、
磁粉探傷試験、浸透探傷試験、渦
流探傷試験、放射線透過試験など
がある。しかし、これらを用い
て信頼性の高い測定結果を得る
には、板組や溶接方法の知識と測
図表 12　非破壊検査の種類
種類 試験対象 試験方法 概要 主な問題点
?????????
??????
光学方法 目視、カメラ、CCDカメラ、光ファイバーなどによる観察
????
打音法
ハンマーなどによりコンクリート等の表面を打撃した時に発生す
る音で内部欠陥状況を判別する
人間の経験、感覚によるため、個人差が
大きく客観性に欠ける
超音波法
コンクリート表面から超音波を内部に伝達させ、内部で反射した
弾性波の伝播時間や波形の特性によりひび割れの位置・深さを測
定する
蘆ななめひび割れの測定は難しい
蘆鉄筋がある場合は測定は難しい
AE法
ひび割れや疲労亀裂が発生・進展する時に発生する弾性波を表面
に設置したAEセンサーで検出し、ひび割れの発生状況測定する
進行中の破壊形態だけの測定だけである
???
Ｘ線法
コンクリート表面からＸ線を使って透過写真を撮影し、剥離や空
洞の位置を測定する
蘆他の試験方法に比べ時間、費用が大
蘆Ｘ線のため資格が必要
電磁波レーダ法
コンクリート表面からＸ線を使って放射線透過写真を撮影し、剥
離や空洞、コンクリートの内部の鉄筋の位置を測定する
コンクリート表面及びコンクリート内の
水分により影響を受けやすい
赤外線法
赤外線カメラでコンクリート表面を撮影し、表面温度差を示す画
像より剥離や空洞を測定する。
コンクリート表面の日照条件に影響され
やすい
??????????
放射線法
コンクリート表面からＸ線、γ線などを使って透過写真を撮影し、
鉄筋の位置を測定する
蘆他の試験方法に比べ時間、費用が大
蘆放射線のため資格が必要
電磁誘導法
コイルをもつセンサーから磁場を発生させ、鋼材などの磁性体に
よって生じる磁場の変化を感知することで、鉄筋の位置や径を測
定する
配筋状態（密、ラップ）や鉄筋径により
影響を受け測定精度が低下する
電磁波レーダ法
電磁波を構造物に放射し、構造物の電磁的性質の異なる境界面で
の反射して戻る反射情報から鉄筋の位置や広がりを測定する
コンクリート表面及びコンクリート内の
水分により影響を受けやすい
超音波法
コンクリート表面から超音波を内部に伝達させ、内部で反射した
弾性波の伝播時間や波形の特性により鉄筋の位置を測定する
曲線部位では測定不可
????
自然電位法 鉄筋の自然電位を測定し、鉄筋の腐食状況を推定する
蘆測定精度が不明確
蘆腐食量は測定できない
分極抵抗法 微弱な電流を流し、分極抵抗から鉄筋の腐食速度を推定する 蘆測定に長時間必要
????
????
放射線透過試験
鋼材表面からＸ線、γ線などを使って透過写真を撮影し、内部の
欠陥を検出する
蘆他の試験方法に比べ時間、費用が大
蘆 キズの板厚方向の位置やキズの高さの
情報がわからない
蘆放射線のため資格が必要
超音波探傷試験
鋼材表面から超音波を内部に伝達させ、内部で反射した弾性波の
伝播時間や波形の特性によりひび割れの位置、深さを測定する
キズの位置、傾き、大きさによってバラ
ツキが大きい
AE法
ひび割れや疲労亀裂が発生・進展する時に発生する弾性波を表面
に設置したＡＥセンサーで検出し、ひび割れの発生状況測定する
進行中の破壊形態だけの測定だけである
??????????
放射線透過法試験
鋼材表面からＸ線、γ線などを使って透過写真を撮影し、表面及
び表面近傍の欠陥を検出する
蘆他の試験法に比べ時間、費用が大
蘆 キズの板厚方向の位置やキズの高さの
情報がわからない
蘆放射線のため資格が必要
超音波探傷試験
鋼材表面から超音波を内部に伝達させ、内部で反射した弾性波の
伝播時間や波形の特性によりひび割れの位置、深さを測定する
欠陥との区別がつきにくい
AE法
ひび割れや疲労亀裂が発生・進展する時に発生する弾性波を表面
に設置したAEセンサーで検出し、ひび割れの発生状況測定する
進行中の破壊形態だけの測定だけである
渦流探傷試験
交流を流したコイルから発生する渦電流の変化を電気的信号とし
て探知し、信号の振幅及び位相から損傷部の程度を把握する
キズの種類・形状・寸法を正確に判断す
ることは困難
赤外線法
赤外線カメラで鋼材表面を撮影し、表面温度差を示す画像より剥
離や空洞を測定する
鋼材表面の日照条件に影響されやすい
磁粉探傷試験
鋼などの磁性体に磁場を与えると内部は磁化される、キズなどが
存在するとキズ近傍の磁場が乱れ、磁粉を散布するとキズの部分
に付着しキズの存在を検出する
磁性体材料のみの適用である
浸透探傷試験
鋼材表面に開口している微細なキズに見えやすい色や輝きをもた
せた浸透液を滲みこませ、再度表面に吸い出させることによりキ
ズを拡大して検出する
表面の塗料やキズ中の油脂類を除去する
必要有り
参考文献 17、18）を参考に科学技術動向センターで作成
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定に熟練を要する。また、溶接線
の条件や継手形状により検出しに
くい場合があり、測定結果の検証
や適用性について研究が行われて
いる。
　非破壊検査は、検査の効率化と
高度化の観点から普及が見込まれ
ているが、今後更なる精度向上と
利用範囲の拡大を図るとともに、
試験方法の早急な標準化が必要で
ある。
　以下に、最近の研究成果の一例
として「鉄筋コンクリートの非破
壊による鉄筋腐食量診断システム
の開発」を示す。
　鉄筋腐食の検査法には自然電位
法や分極電位法があるが、これら
は鉄筋の腐食状態や腐食速度を推
定する方法であり、継続的に測定
し変化を把握する必要がある。腐
食程度（腐食量）は、構造物の維
持管理を行っていく上で重要な劣
化情報の１つであるが、前述した
ように、現在のところ把握可能な
非破壊検査は無く、その確認には
コンクリートをはつり、内部鉄筋
を露出させて、目視検査や他の試
験方法を用いて劣化の情報を得て
いる。
　中央大学理工学部の大下英吉教
授、五洋建設株式会社、NEC三
栄株式会社、株式会社計算力学研
究センターは、産学連携による研
究で、コンクリート構造物の性能
を損なわずに効率的に行うことの
できる「非破壊による鉄筋腐食量
診断システム」を開発した 19）。
　錆（腐食）は断熱材的な熱的性
質（大きな比熱、小さな熱伝導率）
を有しており、鉄筋を加熱した場
合のコンクリートへの熱伝導は健
全な鉄筋に比べ小さくなる。した
がってコンクリート表面での温度
は、腐食鉄筋と健全な鉄筋では異
なる（図表 13秬、秡、秣）。この
ことを利用して、赤外線サーモグ
ラフィで温度変化を測定し、欠陥
位置画像処理ソフトによってコン
クリートの浮き、ひび割れなどの
欠陥位置や大きさを示すことがで
きる。また、温度履歴データを最
適化熱伝導逆解析ソフトにフィー
ドバックすることによって、腐食
程度（腐食量）の診断も行うこと
が可能となった。本研究での鉄筋
腐食状況とかぶり厚の関係におけ
る実測錆厚と解析錆厚は図表 13
稈のとおり、腐食鉄筋あるいはか
ぶり厚がおおきい程、解析錆厚が
大きい値がでる傾向があるが、運
用上問題のない精度である。
　これまでは、熱画像からの欠陥
位置評価は定性的な判断によるこ
とが大きいために熟練者が行って
いたが、開発した画像処理システ
ムは欠陥位置と大きさを自動的に
抽出することから、熟練者でなく
とも診断が可能となる。
　この研究開発では、当初、鉄筋
の加熱方法はコンクリート構造物
を一部壊し鉄筋に電線を取り付け
加熱する方法を用いていたが、構
図表 13秬　鉄筋加熱による非破壊診断手法
参考文献 20）より転載
図表 13秡　鉄筋加熱でのコンクリート表面温度
参考文献 20）より転載
図表 13秣　加熱停止 300 秒後の熱画像（表紙カラー図参照）
提供：中央大学大下英吉教授
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造物の損傷と効率性の点で欠点が
あるために改良を加え、構造物表
面から電磁誘導コイルにより鉄筋
に誘導電流を発生させ、均等に鉄
筋の加熱を可能とした。現在は、
携帯型の電磁誘導加熱器を開発
し、より容易な検査を可能にする
ための研究を進めている。また、
今回の研究は横筋のみの配筋状態
に注目したものであったが、実構
造物は縦筋・横筋が結束し配筋さ
れているため、結束箇所でのコン
クリート表面温度が最も高くなる。
この結束箇所での劣化性状評価を
行う方法についても、画像処理手
法を行う研究も進められている。
　この他、最近現場で使えるポー
タブル型蛍光Ｘ線分析装置も開発
されているが、その詳細は、「科
学技術動向」2007年３月号トピッ
クス「ポータブル装置によるコン
クリート内部の塩化物イオン量測
定」を参照されたい。
盪モニタリング技術
　モニタリングは構造物の劣化や
変状を客観的に把握、監視し、評
価することであり、構造物が所要
の性能を確保しているか、異常な
損傷が生じていないかを常時監視
（モニタリング）して、その結果を
対策に反映することが重要である。
　モニタリングの方法としては、
構造物にセンサーを設置し、光ケ
ーブル等で遠隔地にあるモニター
画面に接続して状態を常に監視す
る方法と、計測器を移動しながら
定期的に現場の構造物のセンサー
に接続し監視する方法がある。
　モニタリングには、地震等の災
害直後の異常検知のような構造物
全体のマクロな挙動を監視するも
のと、構造物の部材の亀裂や腐食
の進展監視がある。最近の研究動
向としては、構造物全体の監視に
関するものが多く、これはAEセ
ンサー注７）や光ファイバーセンサ
ーが開発されたことによるところ
が大きい。例えば、地震時の高架
橋の損傷をAEセンサーなどによ
り現地からの情報を基に損傷の評
価を行い、その評価に基づき優先
的に検査員を投入し、早期復旧対
応するためのモニタリング手法な
どが行われているが、普及拡大は
センサーの低コスト化にかかって
いる。図表 14 に AEセンサーの
概念図を示す。
５‐３
健全度評価
　健全度は構造物の機能や性能を
満足する程度を表す。現在までの
ところ、一般化された算出方法は
ない。橋梁のように異なった機能
を有する部材で構成されているも
のや、舗装のようにほぼ同一材料
で評価できるものなどがある。一
つの健全度で表すのが困難な場合
もあることから、構造物毎の健全
度の評価単位を決定せざるをえな
い。橋梁マネジメントの場合では、
各部材の点検健全度係数と部材
間の重み係数を設定して加重平均
し、橋梁単位の健全度を求める方
法などが提案されている。国土交
通省における塩害の健全度の評価
表については、６章で後述する。
５‐４
劣化予測
　劣化予測は、点検結果の統計分
析に基づくものや理論式などによ
り、対象となる構造物の性能を時
間軸上に表し、その経時変化より、
構造物がどのような損傷が発生す
るかを予測する。その段階におい
図表 14　AEセンサー概念
参考文献 21）を基に科学技術動向研究センターにて一部改変
注7　AEセンサー：構造物が劣化や地震等で亀裂が生じると亀裂から超音波（AE
波）が発生し、コンクリート構造物内を伝播する。構造物の適切な位置に設置された
センサーにより、AE波をAE信号に変換して装置に送るセンサーである（Acoustic 
Emission Sensor）。
■用語説明■
図表 13稈　最適制御理論を用いた腐食量解析結果
鉄筋腐食状況 かぶり（mm） 実測錆厚（mm） 解析結果（mm）
全面腐食鉄筋
30 0.043 0.039
50 0.047 0.042
70 0.046 0.057
局部腐食鉄筋 30 0.463 0.526
参考文献 20）を基に科学技術動向センターで作成
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ての耐久性の評価及び判定は、補
修あるいは補強の対策などの維持
管理計画を策定する上で重要であ
る。維持管理計画の具体性及び実
効性は、点検データと劣化予測の
精度の良し悪しにかかっている。
　将来の健全度を予測するための
対象となる劣化要因ごとの劣化予
測手法には、寿命を設定する方法、
理論的な劣化予測式を用いる方
法、点検結果の実績を統計的に分
析する方法、遷移確率注８）を用い
る方法がある。各手法の概要と特
徴及び課題を図表15に示す。
　このうち理論的な劣化予測式
については、譖土木学会コンクリ
ート標準示方書［維持管理編］に
おいて劣化機構の中性化、塩害、
RC床版の疲労に対し、性能照査
式が提案されている。コンクリー
ト材料、構造の緒元および環境条
件を入力すれば、ある程度の劣化
現象の発生時期、劣化の進行度等
が推測可能となっている。しかし、
凍害、化学的浸食、アルカリ骨材
反応や複合劣化は現在のところ、
実用化に耐えうる精度で劣化予測
を行うことは困難である。また、
補修補強後の劣化予測精度の向上
も必要であり、これらの研究の進
捗が望まれている。
　図表16に塩害による劣化進行過
程を示す。使用期間により、潜伏期、
進展期、加速期、劣化期に分けられ、
劣化が進行する。
　予測式の一例として、譖土木学
会コンクリート標準示方書［維持
管理編］の塩化物イオンの拡散予
測に関する理論式を図表 16中に
示す。
５‐５
補修及び補強
　補修及び補強対策の際には、構
造物の保有性能や要求性能だけで
なく、対策後の劣化進行や経済性
等を総合的に評価し、劣化・変状
の原因を究明して対策の検討を行
い、最適な補修・補強方法を決め
構造物の性能を維持し、かつ向上
させる必要がある。ただし、維持
管理費を低減するためには、予防
保全手法によって損傷が顕在化す
る前に軽微な補修を実施し、ライ
フサイクルコストを最小とする必
要がある。これを実現するために
は、点検診断技術や劣化機構の研
究の進展と補修効果を反映した劣
化予測精度の高度化が必要である。
図表 15　劣化予測手法の概要と特徴及び課題
手法 概要 特徴及び課題
寿命を設定する手法
橋梁各部材ごとに寿命を設定し、建設時点あるいは補修
時点を「健全」、寿命時点を「要補修」段階として予測
直線または曲線を作成し予測する方法
蘆 個別橋梁の部材ごとに補修時期が確定的に算定できる
蘆 寿命設定の根拠付けが課題
蘆 寿命に至るまでの劣化進行速度の設定が課題
理論的な劣化予測式を
用いる手法
劣化メカニズムに応じた理論的予測式を使用
（例：譖土木学会 コンクリート標準示方書［維持管理編］
塩化物イオン量の拡散予測、中性化の進行予測、RC床
版の疲労予測）
蘆個別橋梁の部材ごとに補修時期が確定的に算定できる
蘆予測式の理論的根拠が明確である
蘆 現時点では、理論的予測式を適用できる劣化要因が限
定される
蘆劣化予測のための調査データが必要
点検結果の実績を
統計的に分析する手法
点検結果に対応する健全度と経過年の関係を統計分析す
ることで、予測直線または曲線を作成し予測する手法
部材ごと、劣化要因ごとに、環境条件、架設年次等でカ
テゴリー区分し、予測式を設定する
蘆個別橋梁の部材ごとに補修時期が確定的に算定できる
蘆点検結果に基づく分析で、設定根拠が明確
蘆 劣化要因や各橋梁の環境条件、交通条件等により、点
検データを分類することで、予測精度の向上が可能
蘆予測精度は点検データの性質に依存する
遷移確率を用いる手法
各健全度ランク間の遷移確率を用いて、各健全度ランク
の比率の推移をマルコフ過程注９）により計算する方法
遷移確率は、部材ごと、劣化要因ごとに複数年の点検結
果を用いて算定する
蘆 個別橋梁の部材ごとに補修時期、補修費用が算定でき
ない
蘆個別橋梁の短期計画への反映が困難
蘆 点検結果等により遷移確率を設定するため根拠が明確
である
蘆橋梁群を対象とした管理に有効
注）ここでの寿命とは、建設後あるいは補修後から「要補修」の時期に至るまでの期間をいう。
参考文献 22）を基に科学技術動向研究センターにて一部改変
注8　遷移確率：時刻 t' に状態 x' と
いう条件のもので、時刻 tに状態 xに
遷移する確率を表す。
注9　マルコフ過程：未来の挙動が
現在の値だけで決定され、過去の挙動
と無関係であるという性質を持つ確率
過程をいう。
■用語説明■
図表 16　塩害による劣化進行過程
参考文献 16）より転載
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図表 17　補修・補強の概念図
科学技術動向研究センターにて作成
図表 18　補修・補強工法の分類
構造物の
種類
補修・
補強 対策目的等 工法名 概要
?????????
??
劣化因子の遮断
ひび割れ被覆工法
微細なひび割れ（一般に0.2mm以下）の上に塗膜（ポリマーセメントペースト、セメントフィラー、
膜弾性防水剤など）を形成させ、防水性、耐久性を向上させる方法。ひび割れ部分のみの被覆と
全面を被覆する方法がある
ひび割れ注入工法 ひび割れからコンクリート内部に空気、水、塩化物イオンなどの腐食因子が浸入することを有機系又はセメント系の材料を注入して、防水性、耐久性を向上させて防ぐ方法
充填工法 比較的大きなひび割れ幅（0.5mm以上）に沿ってコンクリートをカットし、カット部分に補修材（シーリング材、可とう性エポキシ樹脂及びポリマーセメントモルタル）を充填する方法
表面被覆工法 構造物の表面を樹脂系やポリマーセメント系の材料で被覆して劣化因子を遮断することにより、劣化進行を抑制する。構造物の耐久性向上や美観を配慮する場合などに用いられる方法
劣化因子の除去 断面修復工法 構造物が劣化により元の断面を喪失した場合や、中性化、塩化物イオンなどの劣化因子を含むコンクリートを撤去した場合の断面修復を目的にした方法
劣化速度の抑制 電気防食工法 コンクリート表面に陽極材を設置し、コンクリートを介して鉄筋へ直流電流（10～ 30mV/m
2程度）
を供給することにより、鉄筋の電位をマイナス方向へ変化させ防食させる工法
劣化因子の除去 脱塩工法 電気防食により大きな直流電流（１A/m
2）をコンクリート中の鋼材に向って流し、コンクリー
ト中の塩化物イオンをコンクリート外に電気泳動することにより脱塩する方法
劣化速度の抑制 再アルカリ化工法 脱塩工法と同様に直流電流（１A/m
2）をコンクリート中の鋼材に向って流し、アルカリ性溶液
をコンクリート中の鋼材に向って電気浸透させてコンクリートをアルカリ性にする方法
第三者影響防止 剥離防止工法 かぶりコンクリートやモルタル片の剥離防止として繊維シート等で被覆する方法
??
コンクリート
部材の交換 打替え工法
損傷が著しく、耐荷力が不足して修復が難しいコンクリート部材を、新しいコンクリート部材に
交換することにより補強効果を上げる方法
コンクリート
断面の増加
増厚工法 主に床版厚の増加、床版下面や主桁下面に鉄筋などの補強材を設置して、コンクリート又はモルタルで一体化することにより性能向上を図る方法
巻立て工法 耐荷力が不足した柱部材などの全囲に鉄筋などを設置し、コンクリートで一体化することにより性能向上を図る方法
補強材の追加
接着工法 耐荷力が不足した床板や柱部材などに鋼板又は炭素繊維などを接着し、既設部材と一体化することにより性能向上を図る方法
巻立て工法 耐荷力が不足した床板や柱部材などに鋼板又は炭素繊維などを連続して配置し、コンクリート部材や接着剤で既設部材と一体化することにより性能向上を図る方法
プレストレス
導入 外ケーブル工法
コンクリート部材に緊張材（鋼材又は連続繊維補強材）を配置してプレストレスを導入すること
により、部材の応力状態を改善し、曲げ耐力あるいはせん断耐力を増加させる方法
伸縮装置撤去 連続化工法
PC鋼棒、連結板等を用いて既設単純桁の主桁や床版等を連結し、また桁遊間をモルタル等で間
詰めするなどして、互いの桁端に生じる相対変位を拘束することにより、伸縮装置をなくして路
面を連続化する方法
????
??
腐食防止 塗替え塗装（全体又は部分）工法 構造物の耐久性に大きく影響する腐食を塗料により防止するために行う方法
亀裂補修 溶接補修工法 溶接部に発生した亀裂部分をアークエアガウジングにより除去し、再溶接して補修を行う方法
亀裂・腐食補修
部材の全体交換 ２次部材の腐食などにより損傷し断面欠損が著しい場合、損傷部材全体を交換する方法
当板補修工法 腐食による断面欠損、亀裂発生箇所に対して、現時点での性能低下を防ぎ、亀裂再発防止のため、部分的に鋼板を添加する方法
??
要求性能確保
構造改良
耐荷力性能、耐久性能等に関して、要求性能が不足している場合、主桁や縦桁の増設、単純桁の
連続化、支点変更によって部材力を低減したり、疲労損傷に対して弱点となるディティールを改
良する方法
部材増厚 主に床版厚の増加、床版下面への鋼板接着や炭素繊維等のシート接着等によって性能向上を図る方法
部材添加 主桁等へのカバープレート補強や外ケーブルによって耐荷性能の向上を図る方法
参考文献 18、23）を基に科学技術動向研究センターで作成
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　一般的に補修は、構造物や部材
の寿命を長くする、または、耐久
性を回復もしくは向上させるため
の対策であり、補強は、構造物や
部材の耐荷力や剛性等の力学的性
能を回復もしくは向上させる対策
である。図表 17に補修と補強の
概念図を示す。
　補修及び補強技術は多種多様に
ある（図表 18）。工法選定の誤り
により、所定の効果が得られず、
供用期間中に再補修や再補強が必
要になる事例が散見している。各
工法の性能と効果、適用範囲を明
確にし、劣化要因に応じて要求性
能を満たす最適な補修・補強工法
を選定するシステムの確立が必要
である。
　近年、コンクリート構造物では、
ひび割れが発生して自己修復する
コンクリート材料の研究開発が行
われている。これが実現すれば構
造物の長寿命化やメンテナンスの
軽減が図られることから、今後の
進展が期待されている。
6   橋梁マネジメントシステムの開発 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　橋梁の計画的管理を支援するツ
ールとして、橋梁マネジメントシ
ステム（BMS）が開発されている。
その概要を以下に示す。
　BMSは、各橋梁の諸元データ、
点検データ、補修履歴データある
いは環境条件等のデータを入力す
ると、予め作成された健全度予測
プログラムにより、現在の健全度
及び将来の劣化進行が予測され、
それに対する各種の補修、あるい
は更新計画を遂行する複数の条件
を与えると、各条件に対してコス
トと橋梁の健全度のシミュレーシ
ョンが行われ、予算と照らし合わ
せて最適な橋梁の維持管理計画を
立てることができるシミュレーシ
ョンシステムである 24）。
　３‐２節で述べたように、米
国では 1970 年前後に、各地の橋
梁において供用上問題となる状
態が発生し始めたことから、点
検・資格制度の構築、データベ
ース構築、維持管理や予算管理
に関する各種分析システム開発が
行われてきた。代表的なBMSと
して、FHWA（米国連邦道路局）
が 1991 年に開発し、Windows 対
応など数度の機能改良を加えた
PONTIS というシステムを州政
府、特別区・郡・市、有料道路事
業者に提供している。このシステ
ムは、ハンガリーやクウェートな
どでも運用されている。欧州にお
いては、イギリスの SSBP（橋梁
安定化プログラム）やデンマーク
のDANBRO（総合橋梁管理シス
テム）などがある。
　日本においても国土交通省、旧
道路公団、自冶体などにおいて、
限られた維持管理や更新のための
予算を有効に活用し、数多くのス
トックを維持する研究を行ってい
る。ここでは、国土交通省国土技
術政策総合研究所でのBMSの研
究開発の概要６）を紹介する。
　実際の道路橋の管理において
は、図表 19に示すように、多様
図表 19　管理計画策定に関するBMSの位置付け
参考文献６）より転載
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な条件下にある橋梁の将来予測を
客観的データの統計処理などから
精度良く行うことは困難である。
管理計画の立案にあたっては専
門家等の知見による定性的・経験
的な評価に依存するところが大き
い。しかしBMSを導入すること
により、データに基づく将来予測
や定量的・客観的評価の情報を管
理計画の立案過程に取り入れ勘案
することで、より合理的な計画の
策定が可能となる。
　まず、健全度を予測していくに
あたり、現況の損傷状態の評価を
実施する。健全度予測が実施可能
であるものについては、定期点検
結果を活用し、損傷状態に応じて
図表 20の「１. 健全度の評価」に
示すⅠからⅤまでの健全度を設定
し評価する。例えば、塩害が原因
となるコンクリート部材について
は、理論式による全塩化物イオン
量及び鋼材の体積減少率等から譖
土木学会の定める劣化過程に対応
してBMSで用いる５段階の健全
度への変換方法の例を示している。
　劣化予測については、将来的
には劣化予測に必要となる点検デ
ータ、対象とする劣化に応じた劣
化予測手法を用いることが望まし
い。しかし、現時点では国土交通
省編 橋梁定期点検要領（案）に
よる点検データがまだ少ないこ
と、塩害、疲労等の劣化要因が特
定できる点検結果が少ないことか
ら、現段階では精度や個々の適用
性については課題があるものの理
論式による劣化予測式を用いる手
法としている。現時点のBMSで
具体的に示されている劣化予測
は、鋼部材の塗装劣化、鋼部材・
RC床版の疲労、コンクリート部
材の塩害に関するものに限られ
ている。しかし、BMSの中では、
現状の橋梁の状態評価及び将来予
測を用いて、部位・損傷毎に推奨
される補修時期・補修費用を試算
して対策計画の検討の参考となる
情報が出力できる。
　日本では、関係機関において
BMSの研究開発が活発に行われ
ているが、早期に精度の高いシス
テムを開発し、導入・運用する必
要がある。
図表 20　BMSにおける試算イメージ
参考文献６）より転載
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　少子高齢化、財政の厳しい時代
を迎え、確実に進行する老朽化し
た道路構造物の維持管理のため、
今まで行われてきた保全方法を
「事後保全」から「予防保全」へ
移行し、更新時期の平準化、ライ
フサイクルコストの縮減、リスク
の低減のために、以下の点につい
て計画的な対応が必要である。
盧ストックマネジメント手法の
　本格的導入
　膨大な道路構造物の更新時期を
2020 年から 2030 年頃に迎え、更
新の平準化のためには保全方法を
「事後保全」から「予防保全」へ
移行し、損傷が顕在化する前に軽
微な補修により長寿命化、ライフ
サイクルコストの縮減をする必要
がある。そのためには、これまで
のような構造物の点検、評価、劣
化予測など個別の取り組みに終わ
らず、これらを統合した総合的な
ストックマネジシステムを構築し、
早期の本格的な導入・運用をする
ことによって、既存ストックを長
持ちさせ利用する必要がある。
盪技術開発
　効率的な道路管理を行うため
には、劣化要因のメカニズム解明
や劣化予測技術の精度の更なる向
上、非破壊検査やモニタリング技
術、効果的かつ経済的な補修・補
強手法の開発、構造物の長寿命化、
点検技術、交通や周辺環境に与え
る影響をできるだけ小さくした取
替え時の更新技術等を進める必要
がある。これらの研究開発では、
個々の研究機関が独自に研究を進
めるのでなく、産官学一体の研究
開発プロジェクトを立ち上げ、ロ
ードマップを定めて研究・開発の
促進を図ることが望ましい。
蘯高度な測定技術及び
　判断技術を有する人材の育成
　老朽構造物の増大に伴い老朽化
する構造物を適切に維持・管理す
るために、ストックマネジメント
手法により、設計から建設、点検、
維持管理の各段階で、一定レベル
の知識と経験、適切な技術的判断
が可能な技術者がより多く必要と
なる。人材育成には長期間を要す
ることから計画的な育成を実施し
なければならない。
　この人材育成では、専門知識
と現場経験の積み重ねが必要なた
め、インハウス技術者及びコンサ
ルタント技術者のOJT（On‐the‐
Job Training）などによる実施研
修を通したレベルアップと、技術
力に見合った資格制度の確立が必
要であると考えられる。例えば、
土木・建築分野での高等教育の場
での「維持管理工学」の教育の実
施はまだ少ないが、今後は必要で
あるであろう。また、技術士やシ
ビルコンサルティングマネージャ
（RCCM）などに「維持管理部門」
を設けることにより、高度な専門
能力とインセンティブの確保が可
能となると考えられる。さらに、
検査等をアウトソーシングで行う
うえで経費を見直すことにより、
優秀な技術者が集まり易い環境を
整備することも必要になると考え
られる。
盻自冶体への財政支援及び
　技術支援
　道路網は高速自動車国道から市
町村道まで一体的なネットワーク
を形成し機能をしているが、全道
路の約 97％を占める地方道の管
理の高度化が全体のレベルアップ
のキーポイントになる。しかし、
地方公共団体では財政制約や技術
者不足等により維持管理が十分に
なされていないところも多い。国
も含め民間資金を活用する PFI
（Private Finance Initiative）の導
入を推進することや財政的に厳し
い自冶体に対しては財政支援策を
整備する必要が出てくると考えら
れる。また、技術支援においては、
国及び大学、社会基盤関係を担当す
る独立行政法人、財団法人、社団法
人がイニシアチブを取り、自冶体
の支援を図る必要が生じている。
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国土交通省にて東京外かく環状道路の調
査・設計、国道の維持・管理などに従事。
現在、第3期科学技術基本計画における「社
会基盤分野」の調査・研究を担当。技術士
（総合技術監理部門、建設部門）。
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た。科学技術政策研究所も「科学
技術の中長期発展に係る俯瞰的予
測調査」２）の結果を基に、この
「2025 年までに日本が目指すべき
社会の姿」の検討を行い、議論の
結果をイノベーション 25戦略会
議へ報告した。
連　載
                                                     全体概要
                                                         分野 1：生涯健康の時代
                                                     分野 2：生活インフラとしての情報環境　―ユビキタス成熟社会―
                                                                            蜷参考：NISTEP　REPORT　No.101
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep101j/idx101j.html
1   全体概要蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
１‐１
背景・経緯
　2006 年９月、首相所信表明に
て、2025年までの長期戦略指針と
してイノベーションを議論してい
く方針、いわゆる「イノベーショ
ン 25」が示された１）。これを受け
てイノベーション担当大臣から、
学界・産業界などの有識者の英知
を集めて「2025年までに日本が目
指すべきイノベーションの姿」に
ついて中間的にとりまとめ、これ
を実現する戦略的な政策のロード
マップを策定していくというスケ
ジュールが明らかにされた。一方、
内閣府にはイノベーション 25戦
略会議が設置され、戦略会議座長
から、検討を行なううえで特に、
「生活者の視点からの新しい豊か
さの実現」「大きなアジア、そし
て世界との共生による成長」「志
の高い、創造性の高いチャレンジ
する人が輩出され活躍する社会」
の３点を念頭におくべきとの方
針が示された。ここで特に注目す
べき点は、イノベーション 25の
検討においては、イノベーション
を「単なる技術革新にとどまらず、
新しいビジネスや新しい社会的枠
組みも含んだもの」と定義してい
ることである。
　イノベーション 25戦略会議の
依頼を受け、日本学術会議など
種々の機関は、科学技術の今後の
発展を予測しながら、2025 年ま
でに日本が目指すべき社会の姿は
どのようなものであるかを検討し
参考文献
 1）  首相官邸、イノベー ション25　http://www.kantei.go.jp/jp/innovation/
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１‐２
調査手法
　本調査では、上記予測調査結
果等を考慮して６つの分野を仮設
定し、それぞれの分野で専門会会
合およびワークショップを行い、
「2025 年に目指すべき社会の姿」
の検討を行なった（図表１）。専
門家会合は、主として上記予測調
査の参加者から、仮設定した各分
野を議論するのにふさわしいと考
えられる専門家を、できるだけ学
際的な議論が行われるように幅広
い視点から選定した。各分野の専
門家会合はそれぞれ２回行われ、
将来の状況や今後の方向性を話し
合い、この過程で分野の最終的な
分野名を決定した。ワークショッ
プでは社会科学系人材や若手の人
材も加えて、さらに幅広い観点か
ら意見を述べていただいた。専門
家会合およびワークショップの参
加者は合計で約300名であった。
　これらの議論では常に、イノベ
ーション 25戦略会議の示したイ
ノベーションの定義および３つの
視点を念頭においていただくこと
を徹底した。議論の過程では、イ
ノベーションを起こすための社会
的条件や環境整備についての議論
も数多く行われ、有意義な意見も
多く述べられたが、本検討の目標
範囲外のため、それらをとりまと
めることはしていない。
　図表２は、６つの分野の名称
と議論が行われた内容の概要であ
2025年に目指すべき
社会の姿
「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討
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る。６つの分野は独立並行して議
論された。また、本調査全体を監
査しアドバイスを行う「イノベー
ション創出シナリオ作成のための
調査研究」委員会が設けられ、２
回の委員会を開催した。この検討
委員会で討議された内容が報告書
の総論としてまとめられた。
図表１　本調査の検討イメージ
図表２　議論された６つの分野
分野 分野名 内容（概要）
分野１ 生涯健康の時代
国民が望み期待する社会の姿を「健康寿命の延伸」に
設定し、三大疾病（がん、心疾患、脳血管障害）、認知症、
及び生活習慣病に焦点を当て、疾病の予防・診断、治
療の観点から検討を行う。
分野２
生活インフラとしての情報環境
―ユビキタス成熟社会―
要素技術層、それら要素技術をベースに形成されるイ
ンフラ層、それらが反映した生活シーンの３層構造の
枠組みで検討を行う。特に生活シーンにおいて具体的
な姿を示す。
分野３
脳科学の進展による
生活者の活動支援
脳科学や認知科学の発達によって、生活者の視点でど
のような変化が起きるのかについて検討を行う。脳科
学、認知科学の技術シーズが医療やロボットによる生
活支援等の社会ニーズと結びついて、働き方、学び方、
暮らし方、遊び方、人間関係などにどのような変化を
もたらすかを描く。
分野４ 安全で持続可能な都市
「時代の変化に対応し、住む人が誇れる都市」の実現
に向けて、生活環境に関わる技術の進歩により、環境
問題や交通事故等の社会問題を解決した持続可能な都
市生活の将来像を描く。
分野５
闊達たる人生
― 職業選択、子育て、
　シニアライフの多様化―
子育て家族、シニアライフ、多様な職業選択をフレー
ムとして、家事、趣味・娯楽・文化、学習・教育、安全、
介護、移動、コミュニケーション、地域活動等の観点
から、あるべき生活の検討を行う。多様な生き方・働
き方の中から各人が自分にあったスタイルを選択でき
る将来を描く。
分野６
地球規模の環境問題の克服と
世界との共生
環境問題、特に、地球温暖化、水、エネルギーなどの地
球規模の問題に対して、日本の技術がどのように貢献
し得るのかの検討を通して、アジア・世界との共生の
イメージを描く。
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３‐１
分野の議論の背景
　我が国においては、戦後、出生
率、死亡率の低下により多産多死
型から少産少死型に変化し、急速
に高齢化が進んでいる。人口の将
来推計によると、2025年前後から
は、それまで増え続けていた老齢
人口（65歳以上）は一定になると
予想されているが、総人口、生産
年齢人口（15 ～ 64 歳）および年
少人口（０～ 14歳）はいずれも減
少を続けるため、総人口に占める
老齢人口比率は高いままであり、
さらなる高齢化社会を迎えること
が予想されている（図表３参照）。
　先進国をはじめとする多くの
国々でも、我が国と同様に、今後
はかなりのスピードで高齢化が進
むことが確実視されているが、そ
の中でも我が国は、その平均寿命
の長さから高齢化において世界の
トップを走る国となる。それ故、
これから高齢化が始まる世界の
国々は、我が国の高齢化社会にお
ける施策に注目している。
　高齢化社会では、個人の健康寿
命をどう延ばしていくかが最大の
課題になる。これは医療制度と社
会保険制度を健全に維持するため
に必須の条件であり、また一方で
は、高齢者の幸福追求のみならず、
若年層の労働力をいかに維持確保
し、日本の成長を維持し続けるた
めの要件にもつながる。人口減少
に伴う労働力を補う意味において
も、高齢者を社会に活かすことを
考えるうえでも、老若や性を問わ
ず、個人の健康維持が豊かな国民
　本調査は、短期間に集中的な議
論を行うために、イノベーション
25戦略会議の示したイノベーショ
ンの定義および３つの視点に忠実
に沿った形で行われ、2025年まで
に特に大きな変化が起こりうるあ
るいは大きな変化が起こるべきと
考えられる分野と話題のみを優先
的に取り上げた。一方で、実現に
向けての道筋あるいは社会的条件
などについては二次的な議論とし
て扱った。さらに各分野の議論に
おいて、デルファイ調査を中心と
して「科学技術の中長期発展に係
る俯瞰的予測調査」の結果を最大
限生かし、これらを議論の裏付け
とすることで調査期間の短縮化を
図った。
　６つの分野の議論を総括して、
今後、特に積極的に大きなイノベ
ーションを起こしていくべき分野
としては、①環境イノベーション、
②健康イノベーション、③コミュ
ニティイノベーションが挙げられ
た。また、その前提となる早急に
整備すべき促進条件、すなわち、
科学技術の成果が社会に有効に活
かされるための共通条件として、
④情報インフラの整備、⑤学習機
会の充実による人材育成、⑥リス
クを恐れずチャレンジする精神の
高揚が挙げられた。なお副次的で
はあるが、本調査は、科学技術の
専門家が「将来の社会の需要から
科学技術の将来を考える」機会を
提供したと言う意味で、将来の予
測調査への実験的な試みであった
とも言える。
　「科学技術動向」誌では、今月
から３回にわたり、６つの分野の
概論を順次紹介する。
3   分野1「生涯健康の時代」の概要 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
出典： 厚生労働省社会保障審議会第３回人口構造の変化に関する特別部会　資料1「日本の将
来推計人口（平成 18年 12月推計）結果の概要」より抜粋
図表３　年齢３区分別人口の推移
2   本調査のポイントと総括的な議論 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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生活の前提条件となることは必須
である（議論の背景については、
報告書P35～ 37参照）。
３‐２
分野のまとめ
　分野１では、超高齢化社会に象
徴される 2025 年を「生涯健康の
時代」として設定し、そこである
べき社会の姿とその実現のために
必要な技術について検討した。
　ここでいう健康とは、WHO（世
界保健機関）憲章に示されている
通り、「完全な肉体的、精神的及
び社会的福祉の状態であり、単に
疾病又は病弱の存在しないことで
はない」（日本語訳：厚生労働省
ホームページより）ことを意味し
ている。言い換えれば、健康とは
「病気や虚弱ではない」ことのみ
ならず、「肉体的にも精神的にも
安定」しており、かつ「充実した
社会的生活を送っている」状態と
とれる。これらの観点から、疾病
の予防・診断・治療を通じて具体
的な健康のあり方を考え、また、
国民一人一人の健康が維持・延伸
されることによってもたらされる
社会像について、日常生活の場と
それを支える医療施設を舞台にし
て検討を進めた。
盧2025年の社会像
　2025年の超高齢化社会において
は、国民の医療に対する考え方の
パラダイムシフトが起こっている
ことが想定される。その意味する
ところは、医師主導の健康管理で
はなく、自らがより積極的に医療
に関与することにより自分自身の
健康を維持する、いわゆるセルフ
ケアの時代の到来である。その一
方で、医療技術は更なる発展を遂
げ、難病や慢性疾患の多くは克服
され、国民は充実した家庭生活を
送るとともに、社会においても年
齢や性を問わず、元気で生きがい
のある生活を送っていると考えら
れる。
　したがって、分野１で設定した
「生涯健康の時代」の人々の姿は、
以下の２点に集約される。
① 元気に長生き。活動的に楽し
く生活し、大病せずに寿命を迎
える。
② 日常生活において常時、個人が
主体的に健康維持と疾病予防を
行い、いざというときには病院
で高度な医療を受ける。
　そこでは、健康を保ち疾病を予
防する健康維持と促進（日常生活）
とともに、疾病の効果的な治療（医
療施設）が大きな関心事となって
いる。これらは国民一人一人に適
合し（医療のオーダーメード化）、
同じレベルで（医療の均質化）、国
民誰もが平等に享受できる（医療
のユビキタス化）ものである（図
表４参照）。
　図表４で示したように、生涯健
康を目標とする社会は、日常生活
における個人の健康維持と促進、
及び医療施設における高度医療が
両輪となって実現する。以下、こ
の社会像の概要を述べる（詳細は、
報告書P21～ 29参照）。
図表４　「生涯健康の時代」の全体像
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① 日常生活における個々の健康維
持と促進：疾病の予防・診断・
初期治療
　2025 年は個人の健康観に適応
した予防医療システムが整備され
ており、その一端として、医療機
能（の一部）は医療施設から個人
の日常生活の場面にシフトしてい
る。そこでは個人が随時、医療情
報ネットワークを通じて医療施設
と健康に関する情報交換を行い、
自らの健康状態を把握している。
その手段は煩雑な操作を伴わず、
また個人の志向に合わせた様々な
選択が可能であるため、個人はご
く自然に、かつ楽しみながら健康
を維持している。
　個に対応した予防医療は地域を
問わず受けることが可能であり、
離島に住む人々も都心部に住む
人々と同様、日常生活においてご
く当然に健康を維持している。
　また個人は、日本の食文化を
維持しつつも、自らの体質・体調
に合わせた、科学的根拠に基づい
た適切な食品を摂取することによ
り、生活習慣病等を予防している。
　このように日々、個人はストレ
スなく、むしろ楽しみつつ健康を
維持することで重篤な疾病のリス
クを軽減し、結果として生死をさ
まよう大病にかかることはほとん
どなくなる。
② 医療施設における高度医療：疾
病の高度診断・高度治療
　加齢により、がんなどの疾病
にかかるリスクは大きくなるが、
2025年はそれを回避するための高
度診断・高度治療法が浸透してい
る。個人は医療施設で高度診断シ
ステムに基づいた定期健診を受け
ることにより、重度な疾病を早期
に発見し、早期の治療につなげて
いる。また個人の意志に基づき、
多様なQOLの選択が可能になっ
ている。
　医療施設では、高齢、難治性・
慢性疾患や身体障害に対する積極
的かつ根治的な治療が展開されて
おり、薬物療法、細胞治療・再生
医療、遺伝子治療、感覚補綴など
の高度医療により、各種疾患を克
服した人々が自らの価値観に基づ
き、生き生きと日常生活を送って
いる。仮に根治には到らなくても、
疾患をうまくコントロールしな
図表５　「生涯健康の時代」の生活像の例
日常生活における個々の健康維持：疾病の予防・診断・初期治療
【生活像】
マイカルテ（生涯電子記録）
と医療情報ネットワークを使
って、いつでもどこでも診察
が受けられるようになる。
【関連デルファイ課題】
蘆 個人のすべての検査結果、
病歴、投薬等の医療情報を
カード１枚に蓄積し、利用
できるシステム
蘆 家庭における健康管理と異
常時の診断システム
【生活像】
個人の生活に合わせて、いつ
でも精神的・肉体的にリフレ
ッシュできるようになる。
【関連デルファイ課題】
蘆 高齢者フィットネス・プロ
グラム自動作成システム
蘆 精神的ストレスの定量化
技術
【生活像】
体に良い食品を適量食べて、
健康維持ができるようになる。
【関連デルファイ課題】
蘆 高齢者に特有の、抗酸化機
能・脳機能・咀嚼機能の
低下を防ぎ、健康な高齢
社会を食から支える食品
と食事法
蘆 生活習慣病の予防が可能と
なる、個人の体質に応じた
機能性食品
【生活像】
好きな時に、健康維持のた
めの指導を受けられるよう
になる。
疾病予防のためのトータルコ
ーディネートを行う場として
の「ヘルスケア・パーク（健
康院）」を日々利用し、健康
維持、疾病予防や医療につい
て楽しく学習し、健康への不
安感に対するカウンセリング
を受ける。
医療施設における高度医療：疾病の高度診断・高度治療
【生活像】
病気にかかりやすいか
どうかを診断してもら
い、病気の予防対策が
できるようになる。
【関連デルファイ課題】
蘆 ゲノムによる疾病の
易罹患性診断法
蘆 ほとんどすべてのが
んの血液検査による
早期診断法
蘆 生活習慣病のリス
クをもたらす主要な
SNPs（一塩基変異多
型）の解明に基づく
テーラーメード医療
【生活像】
三大疾病（がん・心疾
患・脳血管障害）、ア
ルツハイマー病などの
神経変性疾患、生活習
慣病および感染症が薬
物療法、遺伝子治療、
細胞治療・再生医療で
ほぼ治るようになる。
【関連デルファイ課題】
蘆 がんのオーダーメー
ド治療
蘆 糖尿病の遺伝子治療法
蘆 家族性高コレステロ
ール血症の遺伝子治
療法
蘆 胚性幹細胞を用いた
障害臓器の再生治療
技術
蘆 アルツハイマー病の
根治薬
蘆 がんの転移を防ぐ有
効な技術
【生活像】
誰でも感覚機能を十分
に備えて、活動的な生
活を送れるようになる。
【関連デルファイ課題】
蘆 コンピュータを用い
て脳の運動関連活動
を信号化・伝達する
ことにより、脊髄・
末梢神経を介さずに
義肢などを随意的に
制御する技術
蘆 感覚機能を備えた義
手・義足
【生活像】
高性能医療機器によ
り、痛くなく、楽に病
気の治療を受けられる
ようになる。
【関連デルファイ課題】
蘆 がん治療に有効な
放射線治療および
増感薬
蘆 生体（管腔臓器）内
を自走する診断・治
療用マイクロマシン
蘆 埋込み式排尿制御
装置
【生活像】
患部への侵襲が最小限
で治療をしてもらえる
ようになる。
【関連デルファイ課題】
蘆 バーチャルリアリテ
ィ技術を駆使した遠
隔手術システム
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がら日常生活を快適に過ごしてい
る。また、疾病予備軍は個人に応
じた予防的治療により、発症を予
防している。
　不慮の事故による負傷者や急病
人は、24時間体制の地域密着型緊
急医療施設へ迅速に搬送され、生
命の危機を免れている。
　上記の治療を受ける際には、個
人は医師と医療コーディネータの
双方とよく話し合い、自らの意志
に基づいて、ライフスタイルや病
態に合わせた効果的な治療法を選
択している。これらの診断・治療
は苦痛をともなわず、また要する
時間はごく短いため、日帰りの通
院等、ごく短期間ですませること
ができる。
３‐３
生活者の視点から見た
変化の例
　「生涯健康の時代」における国
民の生活について、家庭を中心と
した日常生活と医療施設における
事例、及びそれらに関連する技術
（デルファイ課題）を図表５に示
す（詳細は、報告書P30～34参照）。
4   分野2「生活インフラとしての情報環境̶ユビキタス成熟社会̶」の概要 蘆蘆
４‐１
分野の議論の背景
　近年、「イノベーション」が先
進諸国の主要な政策課題となって
いる。その背景には、インターネ
ットの世界的普及が大きく関係し
ていることは疑いがない。情報が
瞬時に伝わることで「変化」のス
ピードが爆発的に拡大し、いかな
る国・組織も他者との連携なしに
は何事をもなしえない。その結果
として、各国の政策の力点は、大
規模目標設定型の科学技術政策か
ら、環境整備型に移ってきている。
これが、「イノベーション」政策
を重視する流れを作っているとい
えよう。
　「イノベーションが盛んに生ま
れる国にする」ための方策として、
「イノベーションを生む土台とな
る情報通信技術に関連する社会基
盤の整備」が最重要課題の１つで
あると考えられる。インターネッ
トの成り立ちを振り返ると、これ
は、自身が偉大なイノベーション
であったと同時に、他の多くのイ
ノベーションを生み育む基盤とな
っている。すなわち、この「他の
イノベーションの基盤となる力」
を備えているインターネットの出
現に匹敵するような社会基盤（以
下では「インフラ」とよぶ）を整
備することの先に、多くの具体的
なイノベーション像を描くことが
できる。
　ユビキタス成熟社会において
は、ユビキタスネットワーク化と
ユビキタスコンピューティング化
から構築されるサイバー空間を介
し、人と人、人とモノ、そしてモ
ノとモノとの間で情報のやりとり
が行われ、新しい豊かさを実現す
る社会が生まれると期待する。こ
こでは、サイバー空間では、コン
ピュータ、ストレージ、ブロード
バンドやセンサネットワークなど
が、物理空間では、モノとの接点
でRFIDやセンサなどが、また人
との接点でヒューマンインターフ
ェイス、コンテキストアウェアネ
スやデジタルデバイドなどが、そ
して全体に関するものとしてセ
キュリティシステムが、「ユビキ
タス成熟社会」構築のために益々
重要な技術となろう。こうした技
術に対し、ユビキタス成熟社会を
視野にして研究開発や活用事例を
通して現状を概観してみると、す
でに将来の実用化、普及が想定さ
れる萌芽事例は数多く出現してい
る。しかし、何れも個別事例にと
どまり、技術間や活用場面相互間
でのシームレスな連携にはまだ多
くの課題が残されている状態とい
える（現状についてのまとめは、
報告書P68～ 75参照）。
４‐２
分野のまとめ
　分野２では、2025年の生活シー
ンを「ユビキタス成熟社会」とと
らえたうえで、その実現に必要な
「イノベーションを生むインフラ」
のあり方、およびそのインフラに
よって実現される「具体的な生活
シーン」を検討した。
　図表６は、検討の枠組みを設定
するために導入した階層モデルで
あり、要素技術層、インフラ層、
生活シーンの３つの階層からな
る。以下ではその各々の概要を述
べる。
①要素技術層
　下層の「要素技術」に対応する
ものは、情報セキュリティ技術、
高信頼性技術、環境保全技術、高
速通信技術、無線通信技術、広域
分散並列処理、地理情報技術、ア
クセシビリティ技術、暗号認証技
術、電子タグ技術、センサネット
図表６　３つの階層モデル
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ワーク、製品ライフサイクル管理
技術、コンテンツ管理技術、ロボ
ティクスなどが考えられる。これ
らの技術は、ユビキタス成熟社会
の重要な要素ではあるが、ここで
はあえて内容の検討は行っていな
い。参考として、科学技術政策研
究所が過去に実施したデルファイ
調査において、インフラに関連し
た技術の実現可能時期と社会への
適用可能時期を報告書の付録１
「インフラに関連するデルファイ
課題」及び付録２「生活シーンに
関連するデルファイ課題」として
それぞれ示している（報告書P60
～ 67参照）。
②インフラ層
　要素技術層の上にあるインフラ
階層は、「デジタル化価値インフ
ラ」「デジタル化制度インフラ」「ユ
ビキタス識別インフラ」「ユニバ
ーサル操作インフラ」から構成さ
れる。インフラとは、単なる要素
技術の組み合わせではなく、さら
にそのための適切な運用管理の制
度が確立され、広く普及すること
で、オープンでユニバーサルな普
遍的社会基盤となったものを指し
ている。これらが、ユビキタス成
熟社会を実現するために不可欠な
社会基盤であるという考え方を前
提として、議論を行った。各イン
フラの詳細は報告書（P42 ～ 45）
に譲るが、図表７に各インフラが
社会に提供すると考えられる代表
的な機能を例示する。そして、我
が国には、すでに、これらのイ
ンフラを実現するための技術的蓄
積、必要な機能の高度化を行うた
めの研究開発のポテンシャルは、
十分に備わっていると考えられ
る。そこで、いま最も力を注ぐべ
きはインフラを整備することであ
ろう。
③生活シーン
　階層の最上位に位置する「生
活シーン」では、インフラ層が
充実した上で描き出される未来の
生活シーンのイメージを明らかに
した。このために、生活シーンを
図表８に示す８つに分けて検討し
た。これらの生活シーンは、内閣
府（旧経済企画庁）の策定した「新
国民生活指標」の分類に依拠して
いる。
　生活シーン毎の詳細検討にお
いては、あるべきユビキタス成熟
社会としての目指すべき姿を検討
した。そしてそれを、「賢い社会
（Smart Surroundings）」であるとし、
その中身として次に挙げる４つの
社会の姿を具体的な検討のガイド
とした。
蘆 あたたかい「みまもり」のあふ
れる社会
　生活環境の随所で、センシング
やモニタリングなどが実現され、
生活の利便性が高まる。冷たい監
視・管理ではなく、「あたたかい」
応用につなげていく。地域コミュ
ニティによる子供の見守り、安全・
安心な食生活の実現、健康の増進
に繋がる身体情報の管理といった
図表７　インフラの内容とその位置づけ
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応用を目指す。例えば、トレーサ
ビリティの仕組みが確立すれば、
食品や物流を最適に制御できるよ
うになる。個人情報の安全な運用
基盤の確立が不可欠である。
蘆 「もったいない」を高度に実践
する社会
　例えば、製造物の生い立ちの履
歴を管理する「ライフサイクルマ
ネージメント」が確立すれば、ひ
とつひとつのモノの寿命が分り、
リデュース・リユース・リサイク
ルが最適に行える。また、品揃
えが豊富で信頼性の高い中古品市
場が登場するかもしれない。この
ような機能を利用して、一人一人
が地球環境を意識した生活を大き
な負担無く行える社会となる。多
様な電子機器を利用することにな
り、エネルギーの利用についても
最適な制御が達成される。
蘆効率よく多様に働ける社会
　遠隔に臨場感を伝える技術によ
り、学習環境、就業環境が充実す
ると考えられる。その結果、知的
生産性の高い職業の働き方が変化
し、在宅勤務などもより浸透する。
ロボット技術の発展と呼応して、
生活における肉体労働の負担もよ
り軽減される。多言語処理機能の
充実をもとにして、海外からの労
働力の受け入れもより柔軟かつ容
易に行える。多くの人にとって、
技術の支援により、効率的に多様
性をもって働ける社会となる。
蘆「美しさ」を大切にする社会
　情報通信機器が大量に利用され
ても、住空間は一定の美的な基準
に基づいて構築される。例えば、
多種多様な配線設備を都市空間の
なかに美しく設置することが求め
られる。また、行動の美しさとし
図表８　生活シーンの８つの分類
住む 住居、住環境、近隣社会の治安等の状況
費やす 収入、支出、資産、消費生活等の状況
働く 賃金、労働時間、就業機会、労働環境等の状況
育てる （自分の子供のための）育児・教育支出、教育施設、進学等の状況
癒す 医療、保険、福祉サービス等の状況
遊ぶ 休暇、余暇施設、余暇支出等の状況
学ぶ （成人のための）大学、生涯学習施設、文化的施設、学習時間の状況
交わる 婚姻、地域交流、社会活動等の状況
図表９　代表的な社会像事例
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て、比較的歴史の浅いコミュニケ
ーションの手段である電子メール
の利用方法についても洗練された
作法を重んじる教育の行き届いた
社会が実現される。
４‐３
生活者の視点からみた
変化の例
　目標とした、「賢い社会（Smart 
Surroundings）」における社会像
は１つの事例で描ききれるほど単
純ではない。そのため、８つの生
活シーンの各々に対し社会像を想
起できる複数事例を挙げ、それに
より社会像を浮き彫りにすること
にした。図表９に分野２の検討で
抽出されたシーン毎の代表的な社
会像の事例を示す。ここで、各生
活シーンの枠内には、上部に社会
像事例、下部にその対応するデル
ファイ課題を示している。
　また、生活シーン「住む」、「働く」
の中に掲載した具体的な社会像の
事例を次に示す。
例：  生活シーン「住む」の事例
 （みまもりの中で住む）
藺 家庭や地域等で収集される
人、物、環境に関わる状況の
変化（電気・ガスの始末や戸
締り忘れ、また鉄道の運行状
況や道路の渋滞状況、大雨・
洪水等の警報情報、等）が瞬
時に察知され、防災や事故防
止に利用される。
蜷 防災、防犯、介護支援機
能に加え多様なサービスを
ユーザに提供する生活支援
型ロボット等を活用した家
庭用セキュリティシステム
が相互に接続された地域セ
キュリティシステム（2014
年／ 2021年）。
 生活シーン「働く」の事例
 （よりよく働く）
藺 外国人とうまく共生するた
め、文化の相互理解を促す環
境（データベースなど）が整
備される。多くの外国人労働
力を受け入れられるようにな
る。また、海外の優秀な頭脳
を活用できる。
蜷 人間の生体情報や表情、視
線等の非言語的な情報から
意図を理解する技術（2019
年／ 2028年）。
　ここで「藺」は検討によって得
られた社会像を、「蜷」はその内
容が対応すると考えられるデルフ
ァイ調査の課題を表わす。
　このような形式の事例を、８つ
の生活シーン全体で 77件選択し
た。内訳として生活シーン別でみ
ると、「住む」で12、「費やす」で
10、「働く」で９、「育てる」で８、
「癒す」で 12、「遊ぶ」で５、「学
ぶ」で９、「交わる」で 12の事例
となった（詳細は、報告書P47～
58参照）。
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。 （2006年4月現在）
総括ユニット
ライフサイエンスユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
推進分野ユニット ものづくり技術、社会基盤、 フロンティアの3分野
ナノテクノロジー・材料ユニット
センター長
（ ）
1  「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　わが国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布しています。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp において
も公開しています。
2 重要科学技術分野・領域の
  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、わが国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
3 技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法を中心とする科学技術
予測調査をほぼ 5年ごとに実施して
います。2005 年には２年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
??????????????
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